
特定健康診査未受診者への受診勧奨の実施の有無

特定健康診査未受診者への受診勧奨について、被用者保険では「なし」が多く、市町村国保で
は、「あり」が多かつた:

被 扶 養 者

40%       60%

■あ り ■な し き 無 回 答

被用者保険
(1702保険者)

市町村目保
(1757保険者)

40%         60%

■ あ リ ロ な し 預 無 回 答

13



特定健康診査未受
二 談

［ロ診者への受診勧奨の方法 (複数回答)

特定健康診査未受診者への受診勧奨の方法として、「文書送付」を行つている保険者が多かつた。

被用者保険

文書送付

電話案内

個別訪間

その他

無回答

市町村国保

0%   10%  20%  30%  40%  50%  60%  70%  80%  9% 0%  100/  200/ 30% 4"6  500/  60%  700/0 80%  90%

文書送付

電話案内

個別訪問

その他

無回答

※未受診者への受診勧奨ありと回答した保険者について集計 14

％０９％０８％０７％
０

　

　

　

　

　

　

　

　

・

６

％
　
　
　
　
　
　
，

３％
　
　
　
　
　
　
‘

２ 40%  50%



特定健康診査未受診者の理由把握の実施の有無
'

未受診者の理由把握の実施の有無についてt被用者保険では、「なし」が約7害Jであ
り、市町村国保では、「あり」が約4割であつた。

被用者保険
(1702保険者)

市町村国保
(1757保険者 )

被 扶 養 者

被 保 険 者

20%  30%  40%  50%  60%  70%  80%

■あり ■なし 日無 回答

30%  40%   50%  60%  70%
口 あ リ ロ な し  締 無 回 答

80%

15



特定健康診査結果の通知方法

特定健診診査結果の通知方法について、被用者保険は、個別健診・集団健診におい
て「郵送」による通知が多く、市町村国保は、「対面にて説明」及び「郵送」による通知が
多かつた。

被用者保険 (1702保険者 ) 市町村国保 (1757保険者 )

対面にて説明

〈個別)

対面にて説明

(集 団)

郵送

その他

無回答

10%  20%  30%  40%  50%  60%  70%  80%

口個別健診  集団健診

※被用者保険については、被扶養者に対する実施状況である

対面にて説明

(個別 )

対面にて説明

(集団)

郵送

その他

無回答

0%   10%   20%   30%   40%   50%   60%

口個別健診 i:集 団健診

16



受診勧奨値を超えた者べの受診勧奨実施の有無

受診勧奨値を超えた者への受診勧奨実施の有無について、被用者保険では、集団健診の約2割、個別健診の約3割が実施してお
り、市町村国保では、集団健診の約8割、個別健診の約6割が受診勧奨を実施していた。受診勧奨を実施した場合の医療機関受診
の確認の有無について、市町村国保では、集団健診の約6割が実施していた。

被用者保険 (1702保険者 ) 市町村国保 (1757保険者 )

※被用者保険については、被扶養者に対する実施状況である



特定健康診査の受診率向上のために取り組んでいる事項 (複数回答)

に工夫している点として、被用者保険ではt「受診券の送

受診券の送付

年度途中の未受診者の受診勧奨

商工会・晨協・漁協等との連携

医師会との連携

地域人材の活用

保健指導終了者の協力

職域 (事業所)との連携

民間企業との連携

その他、関係団体を通じての呼びかけ

電話連絡

個別訪間

広報キャンペーン

ポピュレーションアプローチとの連携

自己負担の無料イヒ

その他

特になし

無回答

(注)市町村国保にのみ、「地域人材の活用」の回答項目がある。

％０

眺７

ｏ^１

酬％０

％
４

幌鰯％Ю％

特定健診の受診率向上のため

付」や「自己負担の無料化」が多く、市町村国保では「受診券の送付」や「年度途中の未受

診者の受診勧奨」が多く、その他、地域の他団体との連携等、特定健診受診率向上のた
めの様々な取組みがなされている傾向であつた。

被用者保険 (1702保険者 ) 市町村国保 (1757保険者 )

受診券の送付

年度途中の未受診者の受診勧奨

商工会・農協・漁協等との連携

医師会との連携

保健指導終了者の協力

職域(事業所)。 労働組合との連携

民間企業との連携

その他、関係団体を通じての呼びかけ

電話連絡

個別訪問

広報キャンペーン

ポピュレーションアプローチとの連携

自已負担の無料化

その他

特になし

無回答



特定健康診査受診率向上のために有効だと思つた方法(主なもの3つまでの回答)

受診率向上のための工夫で、有効だと思つた方法として、
の送付」や「自己負担の無料化」が多く、市町村国保では、
中の未受診者の受診勧奨」が多かうた。

被用者保険(1702保険者 )

被用者保険では、「受診券
「受診券の送付」や「年度途

市町村国保 (1757保険者 )

受静券の送付

年度途中の未受静者の受鬱働奨

商工会・農協・漁協守との連携

医師会との連携

保健指導終了者の協力

職城(事業所)・ 労働組合との連携

民間企業との連携

その他、関係団体を通じての呼びかけ

電話連絡

個別肪間

広報キャンペーン

ポピュレーションアプローチとの連携

自己負担の無料化

その他

‐  2(

7.6%

年

29.8%

■ 11.8%

3.3%

―

10:4%

日■.1%

0.■%

―

10.5%

■ 2.1%

■ 2.3%

0.4%

0.7%

5.

受診券の送付

度途中の未受諭者の受静勧奨

商工会・農協・漁協等との通携

医師会との連携

地域人材の活用

保健指導終了者の協力

職城 (事業所)との連携

民間企業との連携

関係回体を通じての呼びかけ

電話遭格

個別訪間

広報キャンペーン

ポピュレーションアプローチとの連携

自己負担の無料化

その他

特になし

無回害

0°/    ■0%   200/6   30%   40%
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特定健康診査の円滑な実施のために改善が必要と考えられる項目
(主なもの3つまで複数回答)

制度周知方法

実施場所

実施期間

委託先

他の健診との同時実施の体制づくり

受診券の個別通知

健診結果の管理

対象者の設定 (重点化)

費用決済

未受診者人の勧奨

資格異動者の把握

特定健診の円滑な実施のために改善が必要と考えられる項目についてt被用者保
険、市町村国保とも「制度周知方法」や「未受診者への勧奨」が多かつた。

被用者保険(1702保険者) 市町村国保(1757保険者)

|■■ 14.3%

日 11.■%

9.5%

21.9%

32.5%

-

■■ 4.696

10.3%

|■■ 4.6%

‐ 3.8%

|■ 3.0%

％
　
　
・６

・・３　
一 ;%

■■■152%
0%     10%    20%    30%    40%

制度周知方法

実施場所

実施期間

委託先

他の健診との同時実施の体制づくり

受診券の個別通知

健診結果の管理

対象者の設定(重点化)

費用決済

未受診者への勧奨

資格異動者の把握

その他

特になし

無回答

柳
い
讐

20%0% 1096 3096 40%

20
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特定保健指導の実施の有無

特定保健指
だが、被用者

実施 (実績報告で利用

者を計上 )

実施 (利用者はいたが、

実績報告では計上せず)

実施 (利用機会は作つた

が利用者なし)

未実施

無回答

実施 (実績報告で利用者

を計上)

実施 (利用者はいたが、

実績報告では計上せず)

実施 (利 用機会は作つた
が利用者なし)

未実施

無回答

導の実施状況について、動機づけ支援、積極的支援とも実施した保険者がほとんど
保険の被扶養者については、「未実施」が約4割であった。

被用者保険 (1712保険者 ) 市町村国保 (1757保険者 )

実施〈実績報告で利用

者の計上 )

実施 (利用者はいたが、

実績報告では計上せず)

実施 (利用機会は作つた

が利用者なし)

未実施

無回答

20%     400/0

動機づけ支援
0% 20%     40°/●

動機づけ支援

60°/6   80%
■積極的支援

.5%

22



特定保健指導利用者への個別通知の方法 (複数回答)

への個別通知 (受診案内)について、動機づけ支援、積極的支援とも「利
「健診結果返却ヽ

１
‥
コ内案ので話

健診結果返却時に口頭で案内

利用券発行での案内

利用券以外での文書送付での案内

電話での案内

個別訪間による案内

その他

無回答

27
22.8%
22.7%

37.1%

42.2%

38.9%

]:6%

0%
動機づけ支援

健診結果返却時に口頭で案内

利用券発行での案内

利用券以外での文書送付での案内

電話での案内

個別訪間による案内

'      
その他

無回答

特定保健指導の利用者

用券以外の文書送付での案内」が多かつた。市町村国保では、「電
時に口頭で案内」も多かつた。

被用者保険 (1702保険者 )

20%       40%
■積極的支援

100/。    20%   30%   40%
動機づけ支援 ■積極的支援

健診結果返却時に口頭で案内

利用券発行での案内

利用券以外での文書送付での案内

電話での案内

個別訪間による案内

その他

無回答

市町村国保 (1757保険者 )

20%     40%     60%

動機づけ支援 ■積極的支援

24

23



特定健 保健指導 (初回面接)までの平均的な期間

特定健診受診から保健指導(初回面接)までの平均的な時間について、 被用者保険では「4ヶ月以降」が多く、
市町村国保では「3ヶ月未満」が多かつた。

被用者保険 (1702保険者 ) 市町村国保 (1757保険者 )

康診査受診から

同日

lヶ月未満

2ヶ月未満

3ヶ月未満

4ケ月未満

4ヶ月以降

把握していない

無回答

同日

1ケ月未満

2ヶ月未満

3ヶ月未満

4ケ月未満

4ケ月以降

把握していない

無回答

※被用者保険については、複数回答

100/。           20%

動機づけ支援 ■積極的支援

動機づけ警援 ■積極的支援

同日

1ケ月未満

2ヶ月未満

3ヶ 月未満

4ヶ月未満

4ヶ月以降

把握していない

無回答

10%           20%
動機づけ支援 ■積極的支援

士膨

30%

24



特定保健指導未利用者への利用勧奨の状況

(1)利用勧奨の実施の有無

被用者保険では、利用.勧奨「なし」の保険者が多く、市町村国保では利用勧奨「あり」
の保険者が多かうたも

被用者保険 (1702保険者)

動機付け支援

400/0       60%

積極的支援

40%       600/

■あり ■なし 應無回答

動機付け支援

40%       6%
積極的支援

市町村国保 (1757保険者)

動機付け支援

40%       60%

積極的支援

60%     80°/
■なし 日無回答

200/6        40° /0

日あり

25



特定保健指導未利用者への利用勧奨の状況

(2)利用勧奨の方法 (複数回答 )

被用者保険では「文書送付」が多く、市町村国保では「電話」での案内

被用者保険 (1702保険者 ) 市町村国保 (1757保険者)

文書送付

電話での案内

個別訪間による案内

その他

無回答

4銘       6%

■積極的支援

]        1

文書送付

電話での案内

個別訪間による案内

その他

無回答

0%        200/0

動機づけ支援

43.6%
44.0%

11.

9.3%

2.7%
2.7%

0°/0      20%     400/0     60%

動機づけ支援 口積極的支援

80%

文書送付

電話での案内

個別訪間にょる案内

その他

無回答

銘      20%    400/

動機づけ支援 ■積極的支援

が多かつた。

60%
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特定保健指導利用率向上のために工夫している点 (複数回答)【動機付け支援】

市町村国保では、「電話案内」、「欠席者等への電話や訪間でのフォロー実施」が多く、被用者保険の被保険者
では「職域 (事業所)・ 労働組合との連携」、被扶養者では「利用券の送付」が多かつた。

被用者保険 (1702保険者)
市町村国保 (1757保険者 )

利用券の送付

商工会・農協・漁協諄との連携

医師会との連携

地域人材の活用

保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

電鮨案内

個別肪間

広報キャンペーン等の実施

欠席者等への電話や訪間でのフォローの実施

参加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での参加可能

ポピュレーションプ ローチとの連携

その他

特になし

螂
鰯
ψ保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

職域 (事業所)・ 労働組合との遭勝

電話案内

個11肪問

広報キャンペーン等の実施

欠席者等への電話や訪間でのフォローの実施

参加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での参加可能

ポピュレーションプ ロ中チとの連携
′                その他

特1立し

無回答

利用券の送付

商工会・農協・漁協等との連携

医師会との連携

保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

職域(事業所)・労働組合との適勝

電話案内

個別訪問

広報キャンペーン等の実施

欠席者等への電話や訪敵 のフォローの実施

参加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での参加可能

紀 ュ

「

ション″ 口‐ との連携

その他

特になし

無回答

―

‰

0%

■■ 14

192%

)%

`

嘲‐０・７％嘲］・４．‥̈
‐・・５％口 2.091

02%
:11%
■ 22勁

口 2.6'
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特定保健指導利用率向上のために工夫している点(複数回答)【積極的支援】

市町村回保では、「電話案内」、「欠席者等への電話や訪間でのフォロー実施」、「個別訪問」が多く、被用者保

険の被保険者では「職域 (事業所)・ 労働組合との連携」、被扶養者では「利用券の送付」が多かつた8

被保険者 被用者保険 (1702保険者) 市町村国保 (1757保険者 )

利用券の送付

商工会・農協・漁協静との連構
医師会との連携

保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

職域(事業所)・労働組合との適騰

電話案内

個別肪同
J        広報キャンペーン等の嗅施

欠席者等への電話や訪敵 のフォローの実施

参加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での多加可能

ポピュレーションガ ロ‐ との連携

その他

特になし

無回答

利用券の送付

商工会・農協・漁協帯との適騰

医師会との連携

地域人材の活用

保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

電話案内

個別訪間
広報キャンペーン等の実施

欠席者等への電話や訪康 の方 ローの実施

多加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での多加可能

ポピュ

「

ションアプロ→ との連携

その他

特になし

無回答

利用券の送付

商工会・農協・漁協静との連鴨

医師会との連携

保健指導終了者の協力

その他関係団体aじ ての呼びかけ

職域 (事業所)・ 労働組合との連携

電話案内

個別訪間

広報キャンペーン等の実施

欠席者等への電話や訪眠 のフォローの実施

参加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での参加可能

ポピュレーション″ ローチとの連携

その他

特l●「し

無回答

01%
1 08%

04%
■ 19,
■■ 4.1

■■■ 5
: 14%

-

χ

％
　
　
一

1 113,

182%

196

1 17%
04%
:1.2%
■ 22,
■ 24'



特定保健指導利用率向上に向けての有効な方法

(主なもの3つまでの複数回答)【動機付け支援】

市町村国保では、「電話案内」、「欠席者等への電話や訪間でのフォロー実施」、「個別訪問」が多く、被用者保
険の被保険者では「職域 (事業所)・ 労働組合との連携」、被扶養者では「利用券の送付」が多かった。

被用者保険(1702保険者)
市町村国保(1757保険者)

利用券の送付

商工会・農協・漁協等との連携

医師会との連携

地域人材の活用

保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

電話案内

個男1肪問

広報‐ ンペ■ン等の実施

欠席者等への電話や訪間でのフォローの実施

参加者同士の仲間づくりの支援

夫||・ 家族での多加可能

ポピュレーションアプローテとの連携

その他

特になし

無回答

一̈
¨̈
協̈

1%

320%

1%

■ 18%

- 7■■■■■■■ 6`

- 64

眺

％

‘

00%

利用券の送付

商工会・農協・漁協諄との連携

医師会との連携

保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

職域(事業所)・労働組合との連携

電話案内

個別訪間
広報キヤンペーン等の実施

欠席者等への電話や訪間でのフオロー

参加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での多加可能
ポピュレーションプ ローチとの連携

その他

特になし

無回答

商工全・農協・漁協尋との連携

医師会との連携
保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

職域(事業所)・労働組合との連携

電話案内

個別訪問
広報キャンペーン等の実施

欠席者等への電話や訪間での方 ローの実施
多加者同士の仲間づくりの支援

夫壇・家族での多加可能
紀 ュレーションアプローチとの連携

その他

特1誌し

無回答

02%
04%
02%
06%

35%
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特定保健指導利用率向上に向けての有効な方法
(主なもの3つまでの複数回答)【積極的支援】

市町村国保では、「電話案内」、「欠席者等への電話や訪間でのフォロー実施」、「個別訪間」が多く、被用者保
険の被保険者では「職域 (事業所)・ 労働組合との連携」、被扶養者では「利用券の送付」が多かつた。

被用者保険 (1702保険者 )

商工会・農協・漁協等との連携

医師会との連携

保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

職城 (事業所)・労働組合との連携

電話案内

個別訪間

広報キャンペーン等の実施

医 BI雲 との 遅 露

保健指導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ
職域(事業所)・労働組合との連携

電括案内

個別訪問
広報キャンペーン等の奥施

欠席者等への電話や訪欧 の計 ローの実施
参加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での参加可能
ポピュレーションプ ローチとの連携

その他

特になし

無回答

02%
0496

02%
06%

］鰯協鰯螂嘲

市町村国保(1757保険者)

利用券の送付

商工会・農協・童ヒ等との道携

医師会との連機

地域人材の活用

保腱権導終了者の協力

その他関係団体を通じての呼びかけ

電話案内

口別訪間

広報‐ ンペ■ン等の実施

欠席者等への電話や防間でのフォローの実施

0加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族ての多加可能

ポピュレーションアプローテとの通榜

その他

特になし

無回書

一」̈
¨̈
』 320%

■ 1.8%

■■■■■■■■ 7

- 6(

眺

％

６■■■‐ 64

00%
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特定保健指導積極的支援終了率向上のために工夫している点

(複数回答)

被用者保険(1702保険者)

事彙主との連携

保健IB導終了者の協力

欠席者等への電話違綺や訪間でのフォローの実施

参加者同士の仲間づくりの支援

夫婦・家族での参加可能

魅力的なプログラム内客

ポピュレーションアプローチとの連携

■■■■E 25

11111 250

‐
　

　

％

■ 22%

日 16%

112%

■■■■ 59

■ 28%

6

6%■■■■|フ

192%

市町村国保では、「欠席者等への電話や訪間でのフォロー実施」が多く、被用者保険の被保険者では「特にな
し」が多かつた。

0% 10% 2096 30% 40% 50% 60% 70% 8096

欠席者等への電話遭絡や訪間でのフォローの実施

多加者同士の仲間づくりの支摂

夫婦・ま旗での多加可能

魅力的なプログラム内容

ポピュレーションアプローチとの■携

事業主との連携

保健指導終ア者の協力

その他

特になし

無回答

４
■

●
●



特定保健指導積極的支援終了率向上に向けての有効な方法~(主
なもの3つまでの複数回答 )

市町村国保では「欠席者等への電話や訪間でのフォロー実施」が多く、被用者保険では、「事業主との連携」が

多かつた6

被用者保険 (1702保険者 )
市町村国保 (1757保険者 )

‐ 38%

12%

被扶養者 1   事難との鶴

保健指導終了者の協力

欠席者等への電話遭絡や肪間でのフォローの実施

多加者同士の仲間づくりの支摂

夫婦・家族での,加可能

性力的なプログラム内春

ボピュレ→ ョンアプローチとの道機

その他

特になし

無回答

商工会・●協・n協等との遭携

医師会との■携

地域人材の活用

保口構

“

接7者の協カ

その他

“

係団体を通じての呼びかけ

欠席奢等への電話や訪間でのフォローの奏 籠

参加者 同士の仲間づくりの支援

夫婦 家族での,加可能

ボピユレーシヨンアプローチとの■鶴

その他

特|=し

無回告
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特定健診 1保:健指導の実施に関する
ワニキンググループ報告

平成22年3月 29日

I ワーキンググループの検討内容

|○ 第7回ワーキンググループ

1  囀遷橿亥環糧帽彗嚢鮨望湯雰解霧重訂検討

○ 特定健診・保健指導に関する

実態把握、分析
・市町村国保受診率・実施率向上の要因把握
・保健指導実施効果の確認

⇒特定健診・保健指導に関する

集計データ・個人データの収集・分析

市町村国保・国保関係者間の

情報活用の仕組みづくりの検討

報告書の作成

○

○



=特
定健診・保健指導に関する実態把握・分析 視点と体系

使用7~‐ 集計・分析内容 分析の視点

特定健診等実施状況
アンケート調査集計

特定健診・保健指導に関する

実施方法・体制等の全国集計アンケート結果

特定健診等実施状況集計
対象者数、受診率、実施率等に関する
全国、都道府県別、性年齢別の集計

・受診率・実施率の高い保険

者では、どのような取り組み

をしているか ?
0保険者の規模や対象者によ

り実施率を高める要因は異
なるか?

集計データ
受診率・実施率向上の

要因把握
健診受診率・保健指導実施率と
実施方法・体制等との関係の分析

保健指導実施効果の確認
保健指導利用状況別の2年度間の

検査結果等の比較

・特定保健指導の利用者に、
どの程度検査結果等の変化
が現れているか ?

個人データ
保険者内の分布状況の把握

健診・保健指導の受診・利用状況や医
療機関受診状況別に詳細化した人数

の集計

0保険者として保健事業等を実
施する上での基礎数値として、
対象者の構成はどのように
なっているか?

・全国の保険者はどのような方

法や体制で取り組んでいる
か ?

・特定健診等は円滑に実施さ
れているか?

実施方法・取り組みの状況等

特定健診等データ管理システム
で把握した平成20年度の実施状況

個人別の平成20・ 21年度健診結果、
平成20年度保健指導結果

Ⅲ 特定健診等実施状況集計

<実施概要 >
1.集計対象

● 全国の市町村国保
集計対象保険者における健診受診者数:6,942,839人 (平成20年度速報値)

※一部項目については、アンケートの記入状況や特定健診等データ管理システムの利用状況等により集計対象とはなっていない保険者あり

※調査時点平成21年 9月 (時期の明示があるものを除く)

2.集計項目
● 健診受診率

● 内臓脂肪症候群該当者口予備群該当者の割合

● 階層化の状況

● 保健指導の実施率

● 質問票の回答状況

● リスクの保有状況



<性・年齢階級別にみた

:

36.8%

i

2000    1000      0           0      1000    2000     3000    4000

回男性受診者数  ■女性受診者数 日未受診者    単位 :千人

平成20年度全国平均

m80/(速報値)

<都道府県別にみた年齢調整後特定健診受診率>
甲表 2      /.

全国平均 :30.8%

最大値 :48.0%

最小値 :16.9%

年齢調整後特定健診受診率

(健診受診対象者に占める健診受診者の割合)

特定健診受診対象者に占める受診者の割合>
図表 1

【男性】 【女性】

33.6%

|
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24,40/0

1
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18.1%

16.2%

!

15.4%

13.6%

70～ 74歳
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60～ 64歳

55-59烏長
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<都道府県別にみた年齢調整後特定健診受診率>
図表 3

「
~~~~~~~~~一 ―……‐‐―――――‐――‐――T‐― ~~~~ ~ ―́――――‐―――――一―――――――――‐́――… ……… ‐―‐―一―‐́―――ヽ ‐ヽ一 一ヽ‐・― ――――‐‐… ……―■―‐ ´ |
6096‐ :―一一~~~~~―――――一―――一―一

“
年齢調整前受診率     年齢調整後受診率

景査裂最最田鷹吉奮爾曇瓢編隻曇案奔
山

<性口年齢階級別にみた健診受診者 (評価対象者※)に

占める内臓脂肪症候群該当者・予備群該当者の割合>
図表 4

70～ 74歳

65-691攪

60～ 64歳

55´ツ591競

50´ψ54涛姜

45-49責裁

40～44歳

0    200   400   600   800  1′ 000  1′ 200  1′400
1′400  1′ 200  1′ 000   800   600   400   200    0

日男性内臓脂肪症候群該当者        ■女性内臓脂肪症候群該当者

卜
胴
――――
皿

「「卿Ш卿ШШⅢ印Ⅲ呻田田田出中詢韓鳩

口男性内臓脂肪症候群予備群該当者
口男性非該当者

口女性内臓脂肪症候群予備群該当者

口女性非該当者

平成

“

年度全国平均

盤。2%

単位 :千人

※評価対象者とは特定健診受診者(欠損無し)に加え、一部欠損があり特定健診受診者に算入できないものの、実施した検査項目で  7保健指導レベルの判定ができ、法定報告できる人
※上記は平成21年 12月 時点における特定健診等データ管理システム登録分ならびに特定健診保健指導実施状況アンケートでの回答の集計結果

北 青 岩 宮秋 山福 茨栃 群埼 千 東神
海 森 手 城 田 形 島城 木 馬玉 葉 京 奈
道             川

【男性】 【女性】



<性・年齢階級別にみた階層化結果>

【男性】

70ん 74歳

65r‐ 69滝境

60-64方缶

55-59滝缶

1,200  1,000   800   600   400   200    0
日男性積極的支援対象者

口男性動機付け支援対象者

口男性服薬による情報提供者

口男性その他の情報提供対象者

【女性】

1

1

11■1.…1_
200   400   600   800   1,000  1′ 200  1,400

■女性積極的支援対象者
口女性動機付け支援対象者
口女性服薬による情報提供者
口女性その他の情報提供対象者

平m20年度全国平均

単位 :千人

評価対象者に占める保健指導対象者の割合=15.誂
評価対象者に占める服薬による情報提供の者の割合 :‐%

※上記は平成21年 12月 時点における特定健診等データ管理システム登録分の集計結果

<都道府県別にみた健診受診

図表 6

占める

全国平均 :15.2%

最大値:215%
最小値:123%

健診受診者 (評価対象者)に占める保健指導対象者の割合

(健診受診者(評価対象者)に 占める保健指導対象者(動機付け支援対象者
+積極的支援対象者)の割合)

※上記は平成21年 12月 時点における特定健診等データ管理システム登録分の集計結果

者 (評価対象者)に
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<都道府県別にみた動機付け支援利用率口終了率 >

自動機付け支援終 了率

全国平均:170%※
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福
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参考 :動機付け支援を完了した者の割合 全国平均 :70.7%

※平成21年12月 の第6回 r市町村国保における特定健診・保健指導に関する検討会」の速報値全国平均動機付け支援利用率230%、 動機付け支援終了率164%の 修正 10

<都道府県別にみた積極的支援利用率・終了率 >
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参考 :積極的支援を完了した者の割合 全国平均:516%



<都道府県別にみ の状況 (質問票より)>
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北青岩 宮秋 山福 茨 栃 群 埼 千 東 神 新富 石福 山 長岐 静 愛三 滋 東 大兵 奈和 烏島 岡 広 山徳 番 愛 高 福佐 長 集 大宮鹿 沖
海 森 手城 田影 島城 木 馬 玉 葉 京 奈 潟山 川井 梨 野阜 岡 知 重 賀都 巨庫 良歌 取根 山島 口島 J::嬌 知 岡賀崎 本 分崎 児 縄
道             ‖                山                島

健診受診者 (評価対象者)のうち、各疾患別の服薬状況に「 Iま いJと 回答した人の割合

※上記は平成21年12月 時点における特定健診等データ管理システム登録分ならびに特定健診保健指導実施状況アンケートでの回答の集計結果
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<都道府県別にみた喫煙の状況 (質問票より)>

20%

■896

■696

■4%

■2%

■0%

8%

6%

4%

2%

たばこをすつている人の割合

全国平均:150%
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鹿
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分

熊
本

長
崎

佐
賀

福
岡

島
根

島
取

和
歌
山

奈
良

兵
庫

健診受診者 (評価対象者)のうち、喫煙習慣に「はいJと回答した人の割合

※上記は平成21年 12月 時点における特定健診等データ管理システム登録分の集計結果

静 愛 三 滋 東 大
岡 知 重 賀 都 阪

目 広 山徳 番 愛 高
山島 口島 川 援 知
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`)言

十 男 性 女 性

腹囲もしくはBMIリ スクなし 4,168,848メ、 628'` l,315,796人 4890b 2.353,052ノ k 722'0

(再掲)リスクなし 1,132,380A (27.296) 229,157A (17馴 ) 903,223人 (317%)

(再掲)リ スク1つ 1,659,213A (39.896) 484,801人 66.8%) 1,174,412ノ t (41.296)

(再掲)リ スク2つ 1,037,614A (24.9%) 411,482人 01.儡 ) 626,132A (21蛾 )

(再掲)リスク3つ 303,985人 (7.3つ 162253人 (12.0%) 141,732人 (5.0%)

(再掲)リスク4つ 35,656A (0.9り 23103人 (2.1り 7,553人 ⑩.3%)

腹囲もしくはBMIリ スクあり |,231,898ノ て 1850c 729,404メ、 2710さ 502.494ノ｀ 127。 c

(再掲)腹囲・BMI以外のリスクなし 1831427A (14・蝋 ) 81,329人 (11.2%) 102,098人 (20.跳 )

(再掲)腹囲・BMI以外のリスク1つ 415,740A (33.7%) 219,289人 00.1り 196,460りに (39.1%)

(再掲)腹囲・BMl以外のリスク2つ 400426人 02.出 ) 251,081人 (34.4%) 149,345人 (29.7%)

(再掲)腹囲・BMI以外のリスク3つ 195,217A (15.誂 ) 14■ 974人 (19.協) 51,243人 (10.鶴 )

(再掲)腹囲・BMI以外のリス舛 つ 37,079A (3Юり 33,731A C4.6り 3,348人 (0.7り

服薬治療のための情報提供対象者 1,240,718A 187,o 643,757人 239'o 596,961人 !519も

健診受診者 (評価対象者※ ) 6,641,464ノ｀ 1000'` 2.688,957ン｀ 10000` 3,952,507ン に 100091

<特定健診結果の状況 ～リスクの保有状況～>
リスク個数別の状況

醸 ‖

()内の構成比は、腹囲もしくはBMIリ スクの「なし」、「あり」をそれぞれ10096と したときの内訳
※上記は平成22年 1月 時点における特定健診等データ管理システム登録分の集計結果

14

<特定健診結果の状況 ～リスクの保有状況～>
～腹囲もしくはBMIリスクの有無別にみたリスクの保有状況～

図表 12

腹□]も しくはBMIリ スクなし 合計 男1生 女 性

血圧リスクあり 1,967,213人 47.2% 672,469A 51.1% 1,294,744人 45.4%

脂質リスクあり 757,526A 18.2% 308,939A 23.5% 44a587人 15.7%

血糖リスクあり 1,487,549人 35,7% 536,209人 40.8% 951,340人 33.3%

喫煙リスクあり 576,732人 13.3% 389,319A 20.6% 187413人 6.6%

上記のいずれのリスクもなし 1,132,380人 27.2% 229,157A 17.4% 90■223人 31.7%

全体 (実 人数 ) 4,168.848ノ｀ 1,315,796′ k 2,353,052メ、

腹団もしくはBMJリ スクあり 合計 男性 女 性

血圧リスクあり 696,918A 56.6% 418,860A 57.4% 278,058A 5a釧

E旨質リスクあり 450,734人 37.1% 316,096A 43.3% 140,638人 28.0%

血糖リスクあり 546,935A 44酬 335,645人 46Ю

“

211,290人 42誂

喫煙リスクあり 249,981A 20.3% 217,696A 29.8% 32,285人 α喘

上記のいずれのリスクもなし 183:427A 14.9% 81,329人 11.盤 102,098A 20.銚

全体 (実人数 ) |,231,898人 729,404A 502.494A

※構成比は、腹日もしくはBMlリスクの「なし」、「あり」をそれぞれ100%としたときの割合
※血圧、脂質、血糖、喫煙のリスク保有状況は重複があるため、各項目の割合の合計は100%にならない
※上記は平成22年 1月 時点における特定健診等データ管理システム登録分の集計結果

15



Ⅳ 規模別にみた特定健診等の実施状況集計結果

<保険者規模別にみた実施状況
～特定健診受診率～>

図表 13

<保険者規模別にみた実施状況
～動機付け支援利用率～>

図表 14

16

受診率
全体

大規模
d晴辱者数10万人口

「 )

中規模
帷

一

人ロト105人た満)

小規模
0腱

`蔵

用騒お千人未満)

申 黒瑯 者数 薇 散 轟 講 申 轟 薇 腋 散 黒

…2 0.1% C Q鰯 Q酬 2 0.3%

75～翻 0.2% C Q熙 01 G■鰯 0.6%

70-動 7 0,6% C Q畷 01 Q研 1.6%

“

～709 1.2% C 41鰯 0.1% 3.1% 平成24年度

参酌標準
160-田 28

可
０１ 2.8% 〔 CL研 4 5 0.5% 6.6%

4.9% Q研 1.4% 10.6%

9C 9.9% CLG 4.4% 19.2%

332  18.6% 820/ 128 12.3% 199 29.2%

24C 5721   32.筋 2.("% 252 24.2以 10d 305 44.7%

8451   47.3% 32.鍬 40.4% 592%
ノ平成20年度

全国平均
30.8%

(速報値 )1

27Z 1119:  62.7% 45.鰍 58.5% 70.5%

25～期 2万 13961   78.2% 59.C以 75.6% 572 83.9%

22 1619 90.6% 4( 75.40/0 90.4% §主__壺
`

92.4%

1優 96.7% 9 90.2% 1004 96.3ア 97.9%

5Z 178 99.7% 6 100.% 1040 99.7% 68C 99,7%

～106 1786 100.00/● 1∞.餓 10431 100,骸 682 100.00/●

計 1781 / / 61 /
―

御 / :― ―
682:    

―
/

動機付

け利用

率

全体
大規模

(検保険者数10万人以上)

中規模
(被保険者数5千人以上10万 人未満)

小規模
(被保険者椰 千人未満)

腋 隷 黒講 者数 保険者数 :  累積側険者敬 購 数 縮 確 薇 保険者数 :  黒蓄 数

95～ lCXl 豪 46

76

2.6%

4.3%

01 QOl 91   0.9% ７

一
６

３

一
２

％

一
％I 01 Q酬 1 2%

6.2% 0: CL酬 l 26:   25% 12.5%

8.2% Q研 441    4.2% 151%

75～翻 4C 105% Q研 1 571    5.5% 191%

4 230 12.9/ 01 Q研 2 781    7.5% 223%

5～7CD 4i 277 15.5% 0 Q研 103:   9,9% 25.5%

30-醐 329 18.4% 1: 1.69/O 130: 5% 2900/●

20.8% 01 1 1.6% 155:   14,9% 215 31.5%

442 24.7% 31 6.餓 190:   18.2シ 364%

嘔～ 期 駁 498 27.9% 2i 9.8% 224   21.5% 39.3%

酔 459 ア 32.3% 2: 8 13.1% 273:  26.2% ２８

一

296 43.4%

37.6% 31 18.00/1 5 330:   31.6% ３ ５

一

48.5%

卜 359 12 795 44.5% 41 24.6% 399   38.3% 55,9%
ノ平成20年度

全国平均

24.1%※

(速報値 )
|

17i 972 54.4% 2: 27.9% 49.0% 444 65.1%

Ю～ 257 64.0% 37.7% 634:   60.8% 486 71.3%

■5～翻

14Pl剪

2饉

_  15

1355

1512

75.9%

84.″

10i       31

16i      4`

541%
80.3%

筆
一ｎ

… 7871__7■ッ
893:   856%

49:      535

35:      570

78.4%

83.6%

5～■% 13C 1651 92.4% 95.1% g 9831   94.2% 610 89,4%

～ 596 1786 1∞ .働 1∞ .00/ 6C 10431 100.噺 682 1∞.00/0

計 ■786 才 / 611 ■043 / 1 / 観 :

※平成21年 12月 の第6回「市町村国保における特定健診・保健指導に関する検討会」の速報値全国平均230%の修正である  7



図表 15

動機付
け終了

率

全体 む保険鶏 人以上)

中規模
(被倒険者数5千人以上10万人未満)

小lEH
(被保険者椰 千人未満)

離 諏 黒離 講 保険者数 累積保険者数 保険者数 離 薇 保険者敬 1  累積保険者数

95～ lCXl 1 ％
一賜

０

一
１

一
0 Q脳 2    0.2以 13%
0 Q鋼 2   0.2) 2 31%

19% 0 QOpl 71   07% 4.0%

3.4% 0 Q鋼 1.3% 6,7%

′D～硼 33

26

27

93   5.2% 0 Q研 26i    2.5% 9.8%

11.6%Лり
‐‐

′〕
"

1191    6.7%

1461    82%

0 Q露 14

12

401    3.8%

521     5.噺0 C106 138%
I 10.3% 0 C Q側 70   67% 16,7%

ヌ 13.3% 0 C Q錫 3C 1001 9.6% 20.2%

16.3% 0 Q協 129 12.4% 162 238%
X 341 1910/0 01 QG 151% 184 27.00/0 1憚23.10/1 3.39/1 40 197 18.9% 214 314%
圧 496 27.80/1 4.% 44 23.1% 252 37.09/●

34.50/0 8.2% 29.7% 44.3%

42.咳 14.80/9 385 36.9% 52.2%
′平成20年度

0同 工 偽
lα 5120/ 23.0% 108 47.3% 598%

15～ D 1優 1103 61.8% 27.991 134 60.1% 67.3%

1:理需眸 159 1% 1302 72.鰍 47.50/ 14ヨ 73.8% 44 50E 73.8%

5～鰯 19И 1496 83.8%
一

１０ 63.9% 903 86.6% 55И 81.2%
l

～ 596 29C 1∞.働 1∞ .091 1043 1∞ .070 682 1∞・銘

計 178f 611    - 1043 / i / 曖 :

<保険者規模別にみた実施状況
～動機付け支援終了率～>

※平成21年 12月 の第6回「市町村国保における特定健診・保健指導に関する検討会」の速報値全国平均16.4%の修正である  18

<保険者規模別にみた実施状況
～積極的支援利用率～>

図表 16

積極的
利用率

全 体
大規模

は 保険者致10万 人ロト)

中規模
は 日険者数5千人以■40万 人未満)

小規模
(被保険者郵 千人未満)

顧 敬 黒講 諏 保険者数 果積保険者数 悧険者数 難 腋 薇 腋 敬 累積保険者数

5 29% 0 Q鰯 71   070/0 44 65%
卜 959 7 40% 0 001 12   12% 1 87%

50% 001 22   21% 6 99%
65% QOl 7 28% 128%
85% Q研 4.6% 103 152%

「

759 34 104% 001 65%
¨
４ 117 172%

6～70 119% Q“ 9 74% 136 20W、

24〔 139% Q“ 2 94% 221%
162% 33% 112% 170 250°/.

64 198% 33% 149 143% 202 297%
39E 223% 33% 169% 324%

76 266% 3 4_9% 20.1% 384%
7C 544 30.5% 4 66% 41 24.2% 424%

635 356% 7 115% 289% 327 482%
6～勤 127 762 427°/O 9 1489 356% 563%
20～ 259 505% 23.0°/ 440% 42フ 629%
15～翻 196 1096 615% 34.40/ 14( 580% 47C 692%
LCP159 745% 607% 763:  732% 528 778%
5-■06 156C 875% 852以 16( 923  885% 585 862%
-596 1000% 100.0% 1043  1000% 1∞ 0/。

計 1蒸 6■ |  ―
~

餌 /:― /
研
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図表 17

的
率

極
了

積
終

全体
大規模

(社保験者数10万人以上)

中規模
(技保険者数5千人以上10万人未満)

rlヽ規 模

は 保険者椰 千人未満)

離 薇 累講 薇 腋 者致 累攀 微 腋 散 籍 腋 諏 保険者敏 1  累積保険者数

95～ 400 02●/u 〔 Q酬 G C Q酬 4 4 0.6%

0,3●/1 〔 Q酬 0 C Q畷 6 0,9%

0.4% C QOl 0 C Q研 8 1.2%

BO～翻 1.0% C Q側 0.2% 81       1 2.4%

75～8ul 1.3% C QOl 0.3% 41      20 2.鰍

砕 翻 1.5% C Q研 0.5% 3.20/1

田 ～ D 14 2.3% C 001 0.8% 11:       33 4.鰍

い 醐 3.2% C Q研 1,2% 1 44 6.50/

55～醐
=

70 3.9% 0 Q麟 1.6% 91       53 7.8%

50-55, 劉 104 5.8% 0 Q酬 2.4% 26:       79 11.696

45～翻 匹 133 7.5% 0 Q酬 44 4.2% 101       89 13.1%

帳 4591 4 10.2% 0 001 6.1% 281      117 17.2%

35～40
"

233 13.10/1 0 QOl 8.7% 251      142 20.9%

P35輌 フ 17.29/0 0 Q翻 132 12.7% jj1      175 25.8%

25-30H 398:   22.3% 01 Q麟 180 17.3% 431   21〔 32.1%

碑 259 137 535 30.0% 0 Q麟 266 25.5% 39・ C%

15-20鵬 17 40.0% 8.2% 379 36.30/0 611      33C 48.60/●

騰 159 949 532磁 19.7% 536 51.4% 71i     401 59.1%

5～ 106 30C 1255 70.4% 44.3% 213 749 71.8% 78:      47≦ 70.5%

～
596 1783 100.00/1 1∞ 00/ 1043 100.00/0 200:      679 1∞ .00/0

計 17【 イ / 6■ | 製 ―

―
才 ml

<保険者規模別にみた実施状況
～積極的支援終了率～>

V受 診率・実施率向上の要因把握 ～規模別の分析～

20

被説明変数

<共通変数>
●保険者規模

<健診受診率>
●前年度の健診受診率
●実施体制、健診実施期間
●受診者への通知方法
●未受診者への受診勧奨の方法
●受診率向上のための工夫 等

<保健 指 導実施率 >
●健診結果の通知方法
●実施体制、保健指導実施期間
●健診から保健指導までの期間
●利用者への通知方法
●未利用者への勧奨方法
●利用率・終了率向上のための工夫

<健診受診率>
●平成20年度特定健診受診率
●平成19年度と平成20年度の

受診率の差
●平成20年度の特定健診受診

率の計画値と実績値の差

<保健指導実施率 >
●平成20年度特定保健指導

利用率
●平成20年度特定保健指導

終了率



<要因分析の概要>
目  的 :特定健診保健指導実施状況アンケート調査の回答項目と関連

性の高い項目を明らかにする

方  法 :保険者を大規模、中規模、小規模に分類し、特定健診・保健指
導の実施状況に関するアンケート調査の回答結果とPearsonの
相関係数を算出

分析の前提 :地域特性等はアンケート調査項目に含まれていないため、分
析項目には含まれていない

動機付け支援については利用率、積極的支援については終了   ・
率を中心に分析

分析結果の総括
1.保険者の規模に関わらず、関連が認められた要因のいくつかの項目に

ついては、今後の事業実施の優先順位を考える上で示唆となる。
2.保険者の規模別に関連が認められた要因については、よりきめ細かい

対応を行う上で、有益な情報であると考える。

3.地域特性の情報がないこと、保険者規模の区分が操作的であること、主
に相関分析のみであること等を考慮し、さらに、断面調査であることから
因果関係を論ずるのは慎重でなければならない。           22

<アンケート調査結果との相関分析結果より>
特定健診の受診率と相対的に関連がある項 目(各規模に共通 )

●がん検診と同時実施できる体制であること
●受診対象者への健診受診案内を年度当初に一斉に通知するのではなく、受

診該当月の前に通知していること

図表 18
《特定健診受診率と関連のある項目》
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<アンケート調査結果との相関分析結果より>

特定健診の受診率と相対的に関連がある項目(規模別 )

【大規模保険者】
●健診を個別で実施する体制であること
● がん検診や生活機能評価と同時実施する体制であること
●個別健診を一定期間(3ヶ月以上6ヶ月未満)で実施する体制であること

【中規模保険者】

Я   ●健診を集団で実施する体制であること

● がん検診、肝炎ウイルス検診や生活機能評価と同時実施する体制であること
。   ●個別健診を一定期間(3ヶ月以上6ヶ月未満)で実施する体制であること

【小規模保険者】
●健診を集団で実施する体制であること

●がん検診や肝炎ウイルス検診と同時実施する体制であること

●個別健診を一定期間(3ヶ月未満)で実施する体制であること

● 受診対象者に個別通知を行つていること

●未受診の理由把握を実施していること

24
(有意水準5%、 相関係数の絶対値が0.1以上の項目、下線は絶対値が0.3以上の項目)
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<アンケート調査結果との相関分析結果より>
動機付け支援の利用率と相対的に関連がある項 目(各規模に共通 )

●基準該当者は一律に対象者として設定していること

●特定健診の結果返却日に保健指導の初回面接を同日で行うこと
●6カ月後評価の面接を可能な人に実施する体制であること

図表 19 《動機付け支援利用率と関連のある項目》
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<アンケート調査結果との相関分析結果より>
動機付け支援の利用率とその他規模別に関連がある項目(規模別 )

【大規模保険者】
●動機付けを直営と外部委託の組み合わせで実施する体制としていること
● 6ヵ 月後評価を血液検査や本人の主観的評価で測定していること

【中規模保険者】
●健診結果を対面で返却する体制としていること
●利用者への個別案内を健診結果返却時に口頭で行うこと
●未利用者への利用勧奨を実施していること日未利用の理由把握をしていること      ｀

●動機付け支援の実施を健診業者に委託していること
●動機付け支援を1年を通じて実施する体制としていること               

・

【小規模保険者】
●健診結果を対面で返却する体制としていること
●利用者への個別案内を健診結果返却時に口頭で行うこと
●未利用者への利用勧奨を実施していること日未利用の理由把握をしていること
●動機付け支援の実施を医師会や地域の医療機関に委託していること
●動機付け支援を1年を通じで実施する体制としていること

26
(有意水準5%、 相関係数の絶対値が0.1以上の項目、下線は絶対値が03以上の項目)

<アンケート調査結果との相関分析結果より>
積極的支援の終了率と相対的に関連がある項 目(各規模に共通 )

●健診結果返却と保健指導の初回面接を同日で行うこと
●未利用者への利用勧奨日未利用の理由把握を実施していること
●利用者の自宅にてプログラムを実施していること

図表 20  
《積極的支援終了率と関連のある項目》
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<アンケート調査結果との相関分析結果より>
積極的支援の終了率とその他規模別に関連がある項 目(規模別 )

【大規模保険者】
,国保と衛生部門が共同でポピュレーションアプローチを実施していること
●直営で積極的支援を実施していること
●複数プログラムがある場合に、対象者の利便性等に応じて実施日時を変更していること
●プログラムの実施が平日日中のみであること
●プログラムの実施場所が保健所口保健センターであること

【中規模保険者】
。  ●健診結果を対面で返却する体制としていること

●利用者への個別案内を健診結果返却時に口頭で行つたりヽ 電話や個別訪間で行う体制と°    していること
●積極的支援の実施を健診業者に委託していること
●積極的支援を1年を通じで実施する体制としていること
●プログラムの実施を平日日中のみならず、土日にも開催する体制としていること
●個別支援のみでのプログラム構成になつていること

【小規模保険者】
●健診結果を対面返却する体制としていること
●利用者への個別案内を健診結果返却時に口頭で行う体制としていること
●プログラムの実施を夜間にも開催していること                  28

(有意水準5%、 相関係数の絶対値が0.1以上の項目、下線は絶対値が0.3以上の項目)

Ⅵ 次年度の予定

1.個人データの分析
●個人単位での平成20年度の特定健診結果、特定保健指導結果、平成

21年度の特定健診結果を収集し、特定保健指導の効果の検証ならびに

保険者における健診受診状況の把握を行う。

2.平成20年度実績に関する分析の継続・21年度実績との比較

検証
●平成20年度の実績に関する保険者単位の分析を引き続き実施する。

●平成20年度実績と同様に、平成21年度実績に関するデニタを収集し、

2カ年の比較分析を行う。

3.情報活用の仕組みづくりに関する検討
●市町村国保における情報活用を進めるための検討を引き続き行う。

4.ワーキングにおける3年間の検討結果の総括
●ワTキングの3年間の検討の総括として、市町村国保が事業の改善を
行うことができるようなまとめを行う。

29



傷病手当金について

厚生労働省保険局



(注 1

(注 2
(注 3

傷病手当金の見直しに関する考え方 (案 )について

傷病手当金の見直 しに当たっては、共済組合や船員保険における取扱いについても検討する必要がある。

出産手当金については、これとは別途、内閣府の「子ども・子育て新システム検討会議」における検討課題に挙げられている。

給付を見直す場合には、実施までの間に十分な周知期間を確保する必要がある。

協会けんぼか らの要望 (平成22年 9月 8日 提出) 見直 しの方向性 (案 )

① 支給限度額の設定

傷病手当金の支給最高額 (月 額81万 円)は、社

会保障としての性格や財源の制約を考慮すれば、

極めて高い水準・過大な給付であることから、一

定の上限額を設けるべきであり、併せて下限を設
けてはどうか。

(1)医療保険財政が厳 しい現状を踏まえ、また傷病手当金の 目的が「生活保

障」であるという観点か ら
・現在より低い支給上限額 (※ 1)を設ける (※ 2)
・下限額については、現状の水準を維持する

こととしてはどうか。

その際、設定する支給上限額をどのように考えるか。 (例 えば、高額療養費

の「上位所得者」を基準とする)

(※ 1)健康保険における負担・給付の基準としては標準報酬月額が用いられていること

から、手法としては支給基準となる最高等級を設定することが考えられる。

(※ 2)結果として、実際の報酬額と傷病手当金の逆転現象を少なくし、不正請求の抑制

効果が考えられる。

(2)支給額の基準となる報酬額について、直近の平均的な報酬実態をより反映
させる観点から、支給請求前の一定期間における報酬の平均額を基準に支給額
を算定することをどう考えるか。
その際、以下の点について検討が必要ではないか。
・ 高額な報酬を設定 した直後の受給申請等の不正の防止に繋が り、また傷

病のために報酬額が下がつた者等について、過去の報酬額も含めた評価が

可能となる一方、
口 最大 1年 6ヶ 月の支給である傷病手当金について、報酬実態をよ り反映

させるための事務負担をどう考えるか

② 加入期間要件の設定
社会保障における相互扶助の観点から、受給要

件として最低限の加入期間要件を設けるべき。
○ 加入期間要件の設定については、期間を満たすために受診を控え仕事を継続

した結果、病状の悪化を招 くおそれがあることを考慮すべきではないか。

③ 医師や事業主への質問・調査権限に関する法律
上の規定の明確化

審査の一環として保険者が行う事業主・医療機
関等に対する質問 '調査について、円滑な協力が

得られるよう、法律上の位置付けを明確にするベ

き。

保険者が行う質問・調査について、個人情報保護等との関係の中で、より適
正かつ円滑に行われるよう、法律上可能な範囲やルール等をより明確にするこ

ととしてはどうか。

○



傷病手当金及び出産手当金について

(※ 1)支給額そのものに上下限は設定されていない。

(※ 2)予定日より遅れて出産 した場合の支給期間は、出産予定日以前 42日 (多胎妊娠の場合は98日 )

から出産日後 56日の範囲内となつており、実際に出産 した日までの期間も支給される。

直近の改正 (平成 10年 4月 )

傷病手当金 出産手当金

支給要件

被保険者 (任意継続被保険者を除く。)が業務
外の事由による療養のため労務に服することが

できないときは、その労務に服することができ
なくなつた日から起算して3日 を経過した日か

ら労務に服することができない期間、支給され

る。

被保険者 (任意継続被保険者を除く。)が出産
のため会社を休み、事業主から報酬が受けられ
ないときに、支給される。

支給額

1日 につき、標準報酬日額 (標準報酬月額の30分の 1に相当する額)の 3分の 2に相当する
金額 (※ 1)

支給期間

同一の疾病又は負傷及びこれにより発 した疾病
に関 して、その支給を始めた日から起算 して上
年 6月 を超えない期間

出産の日 (実際の出産が予定日後のときは出産
の予定日)以前 42日 目 (多胎妊娠の場合は 9
8日 日)から、出産の日の翌日以後 56日 目ま
での範囲内で会社を休んだ期間 (※ 2)

○ 賞与を含めた水準とするため、支給額を、賃金の 6割相当額から3分の 2相 当額に引上げ。

○ 傷病や出産により労務に服することができなくなつた者に対する所得保障という性格を踏まえ、任意

継続被保険者に対する支給については廃止。

つ



傷病手当金及び出産手当金の支給実績 (平成 19年度 )

【傷病手当金】

【出産手当金】

○出産手当金に係る国庫補助額  平成 19年度 :55億 6千万円

支給件数 支給額 1件当たり支給額

・手
ロト 1,487,936件 2,889億 円 19.4万 円

政府管掌 (日 雇含む) 877,968件 1,570億 円 17.9万 円

船員保険 12,875{牛 36億円 28万 円

健保組合 517,377件 1,121億 円 21.7万 円

共済 79,7161牛 162億 円 20.3万 円

0傷病手当金に係る国庫補助額  平成 19年度 :204億 9千万円

支給件数 支給額 1件当たり支給額

呂̈
〕ロ ト 189,573イ牛 785億 円 41.4万 円

政府管掌 (日 雇含む) 108,727件 428億 円 39 3万 円

船員保険 6件 5百万 円 83.3万 円

健保組合 76,5591牛 336億 円 43.9万 円

共済 4,281件 21億円 49.2万 円



傷病手当金・出産手当金の見直 しに関する医療保険部会

(平成22年 9月 8日 )における主な意見

1.支給額の上下限の設定について

○ 最高支給額の上限を引き下げるべきではないか。

O 支給額の算定に当たつては、標準報酬を引き上げた直後の不正受給を防止するため、よ

り長期の標準報酬を基準とすること等が考えられるのではないか。

2.加入期間要件の設定について

○ 加入期間要件の設定については、期間要件を満たすまで仕事を続けることで、病状が悪

化 す る よ うな こ とが な い よ う、配 慮 す べ き で は な いか 。 (平成四年1朗 8日 医療保険部会より)

〇 加入期間要件の設定については、セーフティーネットとしての意義も含めて慎重に検討

すべき。

3.その他の留意点について

0 労災保険などの国内他制度や ILO条約に抵触 しないよう留意すべきではないか。

(平成21年 12月 8日 医療保険部会より)

○ 不正受給事案に対する保険者の調査が円滑に行えるようにすべきではないか。



lLO第 102号条約における傷病手当金に関する規定について

0 1LO第 102号条約 (社会保障の最低基準に関する条約)とは

・ 1952年 6月 採択、1955年 4月 発効。日本は1972年 2月 に批准。

・ 社会保障制度の最低基準について、失業給付、老齢給付、遺族給付等の給付の種類別

に15部87条にわたつて規定。

・ 傷病手当金については、第 3部 (傷病給付)で規定されているほか、第11部 (定期金

の算定基準)において、支給額の設定基準等に関する規定が置かれている。

○ 傷病手当金の給付水準に関する規定 (第65条 )

・ 傷病手当金の支給額は、標準受給者 (妻及び子 2人を有する男子)(※ 1)において

は従前の勤労所得の45%以上でなければならない。

日 傷病手当金の支給については最高限度額を国内法令で定めることができる。ただし、

この最高限度額は、従前の勤労所得が男子熟練労働者 (=すべての保護対象労働者の平

均勤労所得の125%の勤労所得を有する者)以下の者 (※ 2)については、従前の勤労

所得の45%以上が確保されるように定めなければならない。

<参考

(※ 1

(※ 2
平成20年度家計調査において、 「2人以上の勤労者世帯」の勤め先からの世帯主定期収入 (lヶ 月)平均額は約36万円。
平成20年度健康保険被保険者実態調査において、協会けんぽと健康保険組合の被保険者の平均標準報酬月額は、約32.5万 円。

(325万円×125=406万円)

5



平成 22年 11月 15日 1第 42回社会保障審議会医療保険部会 1資料 4-2
子ども,子冑て輌システム機射会饉伸拿グループ

墓ホ制度ワーキングチーム (第 1回 )子ども,子育て新システム検討会議体制図_

『子ども口子育て新システム検討会議』

【共同議長】玄業 光―郎 国家戦略担当大臣          
‐

口崎 トミ子 内閣府特命担当大臣 (少子化対策)

菫  肪   内目府特命担当大臣 (行政■新)

IIn員】 片山 善博  総務大臣
野田 佳彦  財務大臣            :
高木 義明  文部科学大臣
綱

": 

偉夫  厚生労働大臣
大畠 章宏  経済産業大臣
古川 元久  内■官房■長官 (衆・政務)

『作業グループJ

【主 査】 内閣府副大臣 く少子化対策)

【構成員】 総務大臣政務官
財務大臣政務官.文
部科学大臣政務官

厚生労働副大臣
経済産業大臣政務官
内閣府大臣政務官 (国家戦略担当)

『子ども・ 子育て新システム検討会議事務局J

【事務局長】
内閣府割大臣 く少子1し対策)

【事務局長代理】
関係府省の局長クラスから事務局長が指名
【事務局次長】
関係府省の審議音クラスから事務局長が指名
【事務局員】
関係府省の職員から事務局長が指名

基本制度ワーキングチーム 幼保‐体化ワーキングチーム こども指針 (仮称)ワーキングチ‐ム

基本設計
幼保一体化を中心と
する給付設計①

子ども・子育て新システム・今後のスケジュァル 子ども,手青て新システム検討会臓作業グループ
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平 成 22年 6月 29日
少子 化 社 会 対 策 会 議 決 定

子 ど も :子 育 て 新 シ ス テ ム の 基 本 制 度 案 要 綱

子ども・子育て新システムでは、以下のような社会を実現
◆ すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもを大切にする社会
◆ 出産・子育て日就労の希望がかなう社会

◆ 仕事と家庭の両立支援で、充実した生活ができる社会

◆ 新しい雇用の創出と、女性の就業促進で活力ある社会

【方針】

以下の方針のもとに、制度を構築

◆ 子ども口子育てを社会全体で支援

◆ 禾1用者(子どもと子育て家庭)本位を基本とし、すべての子ども・子育て家

庭に必要な良質のサービスを提供

◆ 地域主権を前提とした住民の多様なニーズに応えるサービスの実現

◆ 政府の推進体制の一元化

【新システムとは】

以下のような新システムを実現
◆ 政府の推進体制口財源の一元化

◆ 社会全体(国口地方・事業主・個人)による費用負担

◆ 基礎自治体 (市町村)の重視

◆ 幼稚園口保育所の一体化

◆ 多様な保育サービスの提供

◆ ワーク・ライフロノ.ヾランスの実現
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Ⅱ

○ 子どもの育ち。子育て家庭を社会全体で支えるため、市町村 (基礎自治体)が制度

を実施し、国・都道府県等が制度の実施を重層的に支える仕組みを構築する。

○ 事業ごとに所管や制度、財源が様々に分かれている現在の子ども口子育て支援対

策を再編成し、幼保一体化を含め、制度 口財源・給付について、包括的・―元的な

制度を構築する。

O 実施主体は市町村 (基礎自治体)と し、新システムに関するすべての子ども 口子

育て関連の国庫補助負担金、労使拠出等からなる財源を一本化し、市町村に対して

包括的に交付される仕組み (子 ども・子育て包括交付金 (仮称))を導入する。

○ 給付の内容は、以下の 2種類とし、すべての子どもと子育て家庭の二一ズに応じ

て必要な給付を保障する。  ,
(1)すべての子ども・子育て家庭を対象とした基礎的な給付

(2)両立支援・保育・幼児教育のための給付

1 国・都道府県の役割

○ 国は、新システムの制度設計を担うとともに、市町村への子ども・子育て包括

交付金 (仮称)の交付等、制度の円滑な運営のための必要な支援を行う。

○ 都道府県は、広域自治体として、市町村の業務に関する広域調整や市町村に対

する情報提供など、市町村における制度の円滑な運営のための必要な支援を行う

とともに、子ども・子育て支援施策のうち、都道府県が主体となって行う事業を

行う。

2 市町村の権限と責務

○ 市町村は、国 口者「道府県等と連携 し、新システムの下で、現金給付と現物給付

の組合せ (配分)や給付メニューの設定 (選択)な ど、自由度を持つて地域の実

情に応 じた給付を設計 し、以下の責務の下で、当該市町村の住民に新システムの

サービス・給付を提供・確保する。

必要な子どもにサービス・給付を保障する責務

質の確保されたサービスの提供責務

適切なサービスの確実な利用を支援する責務

サービスの費用・給付の支払い責務

計画的なサービス提供体制の確保、基盤の整備責務
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1給

1 すべての子ども日子育て家庭支援 (基礎給付)

○ すべての子ども・子育て家庭を対象にした基礎的な給付として、子ども手当や

一時預かり、地域子育て支援等のための給付を行う。

(個人給付)

(1)子ども手当 (個人への現金給付)

○ 中学生以下の子どもを対象に、子ども手当の給付を行う。

(2)子育て支援サービス (個人への現物給付)

○ 乳幼児の良質な成育環境の確保と保護者の負担軽減の観点から、すべての乳
幼児と保護者を対象とした個人への現物給付 (一時預かり等)を行う。

(3)現金給付・現物給付の―体的な提供

○ 市町村の決定する枠組みの下、個人の選択に基づき、子ども手当と個人への

現物給付を組み合わせることを可能とする仕組みを検討する。

○ 個人給付の一部については、市町村の選択により、以下のような仕組みで給

付を行う方法を検討する。

① 個人給付のマ部を、就学後の学校給食費等として学校に支払うことを可能
とする仕組み

② 給付の趣旨が活かされた利用を促すため、個人給付の一部を、子育てサー
ビス、教育サービス等に利用可能な利用券等の方式により給付を行うことを
可能とする仕組み

(4)妊婦健診

○ 妊婦健診について、基礎給付として新システムから給付することを検討する。

す



(その他の子育て支援事業)  
｀

(5)その他の地域の子育て支援事業

○ 乳児家庭全戸訪間事業、養育支援訪間事業、地域子育て支援拠点事業、児童
館など、地域の子育て支援のための事業を給付する。

(6)市町村独自の給付

○ 市町村の裁量により、基礎給付の上乗せや、上記の基礎給付以外の子育て支

援サービスを新システムの事業として独自に給付することができる仕組みとす

る。

2 子どものための多様なサービスの提供と仕事と家庭の両立支援

(両立支援・保育・幼児教育給付 (仮称))

○ 幼保一体給付 (仮称)や育児休業給付等、幼保一体化を含め、仕事と子育ての
両立支援と、保育サービス、幼児教育を保障するために、妊娠から出産、育児休業、

保育サービスの利用、放課後対策まで、切れ目のないサービスを提供する。

(1)産前・産後・育児休業給付 (仮称)

○ 産前・産後・育児期における就業中断中においても安心して子どもを生み育

てることができるよう、妊娠から保育サービスまで切れ目なく給付が受けられ

る仕組みとして、産前・産後・育児休業中の現金給付の一体化を、実施方法と

あわせて検討する。

(2)幼保一体給付 (仮称)

○ 幼保一体給付 (仮称)は、こども園 (仮称)への給付を始め、小規模保育サ

ービス、短時間利用者向け保育サービス、早朝 日夜間 口休日保育サービス、事

業所内保育サービス等の多様なサービスに対する給付とする。

○ これらのサービスに対する給付については、価格制度を一本化する。

／
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① こども日 (仮称)

○ 幼稚園・保育所・認定こども園の垣根を取り払い (保育に欠ける要件の

撤廃等)、 新たな指針に基づき、幼児教育と保育をともに提供するこども

園 (仮称)に一体化し、新システムに位置づける。

O こども園 (仮称)については、「幼保一体給付 (仮称)」 の対象とする。

② Jヽ規模保育サービス

○ 主に3歳未満児に重点化した需要や、へき地などの人口減少地域などに

対応するため、家庭的保育サービス、複数の家庭的保育者によるサービス、

訪間型サービス、保育所等と連携した形態による小規模サービス等につい

て、小規模保育サービスとして新システムに位置づける。

③ 短時間利用者向け保育サービス

○ 主に3歳未満児を対象として日数や時間の短い需要に対応し、短時間労

働者等が定期的に利用する形態のサービスとして、短時間利用者向け保育

サービスを新システムに位置づける。

④ 早朝・夜間・休日保育サービス

○ 早朝、夜間、休日の保育ニーズに対応した保育サービスとして、早朝 日

夜間 口休日保育サービスを新システムに位置づける。

⑤ 事業所内保育サ7ビス

○ 事業所内保育サービスを、新システムに位置づける。

⑥ 広域保育サービス

○ 複数の市町村が連携して設置する保育施設、複数の事業者が共同で設置

する保育施設等について、広域保育サービスとして、新システムに位置づけ

る。
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⑦ 病児・病後児保育サービス

○ 体調不良 口病気などの場合において必要な保育サービスを提供するものと

して、病児・病後児保育サービスを新システムに位置づける6

③ その他サービス

χ O～②
=こ

つι〕こ 多様な給″メニューのイメージ σ協り

(給付の仕組み)

○ 非正規労働者、自営業者、求職者も含め、親の様々な就労状況にも応じるこ
とができる公的保育サービスを確実に保障するため、客観的な基準に基づく保

育の必要性を認定し、それに基づきサー ビスを利用する地位を保障する。

○ 利用者がサービスを選択可能な仕組みとするため、市町村の関与の下、利用

者と事業者の間の公的保育契約制度を導入する。

○ ′必要な給付の保障責務や利用者の支援など、市町村の責務の明確化を図る。

○ 利用者に対し、利用したサービスの費用を確実に保障する仕組み (利用者補

助方式)と し、一定の利用者負担の下にサービスが利用できるよう、公定価格

を基本としつつ、現物給付する。その際、サービスの多様化の観点等を踏まえ、

柔軟な制度を検討するとともに、提供される多様なサービスの特性に酉己慮する。

(多様 な事業者の参入による基盤整備 )

○ 幼保一体給付 (仮称)の各サービス類型ごとに、事業者を指定し、指定され

た事業者がサービスを提供する仕組みを導入 (指定制の導入)する。

○ 子ども・子育てビジョンの目標達成に向け、幼保一体給付 (仮称)の各サー      ｀

ビスについて、集中的に整備する。特に、地域におけるNPo等による家庭的

保育サービス、小規模保育サービス等の取組支援の拡充を図る。             
・

○ イコールフッティングによる株式会社・NPO等の多様な主体の参入促進の

ため、
・ サービスの質を担保する客観的な基準による指定制を導入する。
・ 施設整備費の在り方を見直す。
口 運営費の使途範囲は事業者の自由度を持たせ、一定の経済的基礎の確保等

肝



を条件に、他事業等への活用を可能とする。
日 会計基準はt法人類型ごとの会計ルールに従うことを基本とする。

(サービスの安定と質の確保・向上)

○ 撤退規制、情報開示等のルール化を行うことにより、サービスの安定と質の

確保を図る。

○ サービスの質の向上を検討する。

(3)切れ日のないサービスの保障

○ 育児休業の給付と保育サービスを一元的な制度により保障することにより、

育児休業から保育サービスヘの円滑な利用を保障する仕組みとする。

① 市町村の認定による保育サービスを受ける権利の付与 ―

② ①と連動した市町村によるサービス提供体制確保

③ 短時間労働者向けサービスなどのサービスメニューの多様化

④ 育児休業中の給付あるいは保育サービスのいずれかが保障される仕組み

(4)放課後児童給付 (仮称)

○ 放課後児童給付 (仮称)については、「小一の壁」に対応し、保育サービス利
用者が就学後の放課後対策に円滑な移行を可能とするという視点に基づき、放

課後の遊びの場と生活の場を提供するサービスとして、個人に対する利用保障

を強化する。                            .

〇 指定事業者ごとに利用登録する仕組みを導入し、登録児童数に応じて当該指

定事業者に費用保障する仕組みを検討する。

○ 小 4以降も放課後児童給付 (仮称)が必要な子どもにサービス提供を行う。

(5)市町村独自の給付

○ 市町村の裁量で、両立支援 口保育 口幼児教育給付 (仮称)の上乗せ給付が可

能となる仕組みを検討する。
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費用負

○ 社会全体で子ども口子育て支援を支えるという観点から、社会全体 (国 口地方・

事業主・個人)により、必要な費用を負担する。

○ 両立支援 口保育・幼児教育給付 (仮称)に、事業主・個人が拠出することを検

討する。

○ 国及び地方の恒久財源の確保を前提として実施する。

○ 既存の特別会計 (勘定)の活用などにより、子ども・子育て勘定 (仮称)を設

け、各種子ども・子育て対策の財源を統合し、市町村が自由度を持つて必要な給

付を行うことができるよう、子ども 口子育て包括交付金 (仮称)と して、市町村

に対して必要な費用を包括的に交付する。

○ 子ども・子育て包括交付金 (仮称)の算定基礎は、児童人口などの客観的な指

標を基本とするが、両立支援 口保育 口幼児教育給付 (仮称)について需要量に応

じた要素を加味することなどを検討する。

○ 市町村は、子ども 口子育て特別会計 (仮称)において、子ども・子育て包括交

付金 (仮称)と地方からの財源をあわせ、地域の実情に応じ、給付を行う。

○ 事業主拠出の在り方は、社会全体で子ども・子育てを支える観点や、両立支援

における企業の果たす役割を踏まえ、企業の経済活動に対する影響などにも配慮

しながら、検討を行う。

V 幼保一体

○ 幼稚園 口保育所口認定こども園の垣根を取り払い (保育に欠ける要件の撤廃等)、

新たな指針に基づき、幼児教育と保育をともに提供するこども園 (仮称)に一体

化する。 (再掲 )

○ すべての子どもに質の高い幼児教育・保育を保障するとともに、家庭における

子育て 口教育にも資するため、幼稚園教育要領と保育所保育指針を統合し、小学

校学習指導要領との整合性・一貫性を確保した新たな指針 (こ ども指針 (仮称))

を創設する。

○ こども指針 (仮称)に基づき提供される幼児教育・保育について、資格の共通

化を始めとしたこども園 (仮称)と しての機能の一体化を推進する。

○ こども園 (仮称)については、現在の幼稚園、保育所、認定こども園からの円
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滑な移行に配慮しつつ、学校法人、

事業主体の参入を可能とする。

新システ

0 新システムを一元的に実施する子

社会福祉法人、株式会社、NPO等 、多様な

ども家庭省 (仮称)の創設に向けて検討する。

○ 子ども 口子育て支援施策のうち、広域自治体として市町村を支援する事業、社

会的養護を始め都道府県事業として位置づけることが適当であると考えられる

事業についてt新システムに位置づけることを検討する。

○ 子ども・子育て支援のサービス・給付を、子ども "子育て当事者の二―ズに即

したものとするため、また、効果的かつ効率的な制度運用のため、地方公共団体、

労使代表を含む負担者、子育て当事者、NPO等の子育て支援当事者等が子育て支

援の政策プロセス等に参画 口関与することができる仕組みとして、国に子ども・子

育て会議 (仮称)を設置することを検討する。     .

○ 具体的な給付設計、費用負担等について、ワーク・ライフ・バランスを推進する

観点から制度の検討を行う。

O 給付設計に当たつては、子ども・子育て支援における地方の自主性を発揮する

観点から、可能な限り、地方の自由度を尊重することを基本とする。

○ まちづくりと連携して子育て支援施設の整備を推進する仕組みづくりを行う。

○ すべての子どもを対象とした放課後子ども教室推進事業については、放課後児

童給付 (仮称)との関係について検討する。           |

023年 通常国会に法案を提出、25年度の施行を目指す。

※ 国及び地方の恒久財源を確保しながら25年度の本格施行に向けて段階的に実

施する。

′

ノ

′

′

ノ

′



※ 待機児童解消対策、現金・現物給付の一体的提供など、23年度から実施できるも

のは前倒しして実施する。

※ 新システムの実施に当たつては、成長戦略策定会議等との連携を図る。

※ 子ども口子育て包括交付金 (仮称)をはじめとした国と地方の役割に関する具体的

な制度設計に当たつては、実施主体である地方が新システムを円滑に施行できる

よう地方の意見を反映するとともに、地域主権戦略会議が進めている一括交付金

の制度設計や国と地方の協議の場での議論との連携を図る。

艇



度設計のイメージ制

子育て関連の国庫負担金・補助金・事業主等か

らの拠出金を一本化し、交付金として交付

子ども・子育て支援の

給付・サービスを包括的・一元的に実施

<財源のァ元化>



給付のイメージ

両立支援・保育・

幼児教育給付 (仮称)

1産前 。産後・育児休業給付 (仮称) ~~…
']

放課後児童給付 (仮称)

幼保一体給付 (仮称)

○ こども園=幼保一体化

○ 多様な保育サービス

小規模保育サービス、短0寺間利用者向け保育
サービス、早朝・夜間・休日保育サービス、事業
所内保育サービス、広1或保育サービス、病児・病
後児保育サービス 等

↑ヽ



ヽ
「

ヽ ゛

一

ヽ

● 幼稚園・保育所の一体化
幼稚園・保育所・認定こども園の垣根を取り払い(保育に欠ける要件の撤廃等)、 新たな指針に基づき、幼児教育

と保育をともに提供するこども園 (仮称)に一体化。

● 給付の一体化

幼保二体給付(仮称)による財政支援

● 機能の一体化
・ こども指針 (仮称)の創設 (幼稚園教育要領と保育所保育指針の統合 )

→ すべての子どもに質の高い幼児教育・保育を保障。家庭における子育て・教育にも資する。小学校学習指導要領との整合性・

一貫性の確保。
・ 資格の共通化を始めとしたこども園 (仮称)としての機能の一体化の推進

● 多様な事業主体の参入
学校法人、社会福祉法人、株式会社、NPO等、多様な事業主体の参入が可能。

,質の高い幼児教育の保障
・家庭の子育て,教育支援 すべての子どもへの良質な成育環境を保障 鯰

鵬
一
時

幼保一体給付 (仮称 )

(法定代理受領 )

長時間就労家庭

多様な事業主体の参入
～指定制の導入 (客観的基準を満たせば多様な事業者の参入が可能)～



● 少人数を対象とするきめ細やかな保育
少人数制で、一人ひとりの発達状況、体調などにきめ細やかに対応可能。

● 家庭的な環境の提供 (主に3歳未満児を対象)

主に3歳未満児を対象として、家庭的な保育サービスを提供。

● 訪間型によるサービスを新設

児童の自宅

イメージ②-1 ノJヽ規模保育サービス⊂

環璧菫∫連   →ヒ量璽董l」 、ヽくノ臓 自宅1甲勒型
▲    、    /｀ 、J玉きコ    

｀
ヽ・巡回相談 /  ] 保育者

・
|     ヽ

__.IilII▲ if」:ifl」][:i_」  |     、19
1複数の家庭的保育1

ぽ＼′

連 携    
｀
、

―
            ‖ 外 の 場 FJrでも 可罷 l＼ 、

こども園飯称)

居宅以外の賃貸
スペース

1′

メ
|´

回 ダ 四ヽ  由 塵 〕 1児童lフ
ヽ
、
、

、
、、ヽ

=_"二

´´″

回

き
ヽヽ、、_IIIl_"´.´

j

複数の家庭的保育者によリー体的
に実施される、小規模サービス提供サービスの

の確保】
・保育ママの要件と

して保育士又は一

定の研修修了者と

する 等

【安心の保障体制】
口安全に十分配慮
れた場の確保
・事故発生時の
の体制確保  等

ヽ

い

J



鸞

● 独立したサービス類型の創設と独自の基準設定
□3歳未満児に重点化した需要に対応

3歳未満児に特化したサービス類型の推進

・ へき地などの人口減少地域などにおける小規模保育サニビス
6～ 19人定員のサービス類型の創設等

【イメニジ①】連携型・サテライト型

1 都市圏で行う賃貸などきの |
[___J〕聾蘇

=星
堕 ゴ _登 ____1 I醜嚢理II

【イメージ②】多機能型

小規模サービス

(定員20名 以下 )

小規模サービス

(定員20名 以下)



「ヽ

時間利用者向け保育サービス

● 主に3歳未満の子どもを持つ親の高いニーズヘ対応する専用サービス類型の創設

実績上も、就学前の子どもを持つ親の間で、短時間利用できる保育を求めるニーズが高いことを
踏まえ、日数、時間の短い需要に対応し、パートタイム労働者等が定期的に使う専用サービスを提供

● サービス類型に応じた基準の設定と費用保障によるサービス体制の確保

● 幼保一体化と連動し、こども園 (仮称)におけるサービス拡大

E五亜≡⊃――ニウト指定事業者

専用事業所 こども園 (仮称)での拡大イメージ

(フルタイム勤務の家庭等)

1叫    ‖E藍≡コ〉[一
時預か リサービス

〕 (3歳未満の専業主婦家庭・パートタイム労働者の家庭等)

(短時間勤務の家庭等)

通常時間として提供されるサービス

短時間利用者向けのサービス
ヽ  _ _ _ ―  ―  ―  _ __ ―  ―  " ― ´
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早朝日夜間・休日保育サービス

● 親の多様な就労形態に対応する安心な子育て環境の整備
早朝、夜間、休日にも対応する保育サービスを提供し、多様な就労形態にあつても、安心して子育て

できる環境を整備

多様な就労形態に応じた多様なニーズ

利用者の

休日日早朝日夜間など
の二―ズに対応した
安心した子育て環境
の整備

ヽ

、

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐
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汎

休日保育 0 ■産 夜間保育

早朝保育や夜間保育は、同一の事業者が行うのが

.基本で̈ が,黙下の|うな年担ⅢⅢ棒討,._1■it

● 利用者は家庭的保育サービスなどの他のサービスとの

組み合わせが可能
(全体としてのパッケージメニューとしての使いやすさ)

● 夜間の保育サービスの質の向上

(ベビーホテルなどを質の確保されたサービスに移行)

提供時間に応じた基準と利用者保障

複数の事業所
による週代わり
の交代開所制

地域のこども園 (仮称)

の連携



イメージ⑤・⑥ 事業所内保育・広域保育サービス

● 子育てをしながら働く労働者が安心して仕事と子育てを両立できる環境の整備
居住地だけでなく、職場の近くのこども園 (仮称)も利用可能に。

勤務時間に合わせた保育が可能に
こメリt

● 企業の人材確保とその定着に貢献

● 地域社会への貢献
事業所内のこども園 (仮称)が地域の他の保育サービスと連携 こメリt

― く II、ヽ

崎
０



イメージ⑦ 病児・病後児保育サービス

WLBの推進

看護休暇を取得しやすい環境

連携

● 子どもの態様に応じた利用
・ すべてのこども園(仮称)で看護師を配置することにより体調不良児への対応を強化

すべてのこども園 (仮称)で看護師を配置 (安全性と利便性の向上) (保育時間中に体調が悪くなった場合など)

・ 施設型病児・病後児保育の提供 (単独型、こども園巌称)・ 医療機関併設型等を指定)

(感染症等専用の保育を必要とする場合など)

事業主体が、安定的に運営できるよう、病児・病後児保育サ=ビスの特性を踏まえた稼働率で算

定するなど、実態に見合つた評価体制・給付体系の構築

・ 訪問型の新設 (指定事業者 )の検討

研修を受けた看護師・保育士等による訪間
医療機関と連携したサービス提供



一時預かり(イメージ)

● 家庭において保育を受けることが一時的に困難になった乳幼児について、
こども園〈仮称)その他の場所において一時的に預かり、必要な保護を行う。

● 市町村の他、NPO等も主体として活躍。

轟青春暫質奏iξ耳卜
すべての子育て家庭におけ

,リフレッシュ、 :

社会的事由 等

上肥 ● 噛
集会所の一室で

躍
市町村

′
■  ■‐  ´

通院する時間の確保

曇

育児に伴う心理的負担の軽減

「 → と



救急医療用ヘリコプタ‐費用の

医療保険上の扱いについて

厚生労働省保険局



0 ドクターヘリ (※ 1)については、「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」 (

平成 19年 6月 27日公布・施行)の附則で、「法施行から3年を目途として、救急医療用ヘリコプターを用い

た救急医療の提供の効果t救急医療の提供に要する費用の負担の在り方等を勘案し、救急医療用ヘリコプターを
用いた救急医療に要する費用のうち診療に要するものについて、健康保険法等において定める法令の規定に基づ

く支払について、検討を行いて必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる」こととさ

れている:(※ 2)

救急医療用ヘリコプタ■費用の医療保険上の扱いについて

(※ ¬)ドクターヘリは、 ドクターヘリ導入促進事業 (1か所当たり年間 2億 1千万円、うち2分の 1を国が補助)により、各県の救急医療体制の

実情に応じて、整備を進めてきたところ。平成 22年 11月現在、 19道府県で23機が導入。なお、同補助事業のうち、県負担分について、
20年度から特別地方交付税の対象としている (20年度は県負担分の 50%、 21年度以降は財政力に応 じて50～ 80%)。

(※ 2)特別措置法施行後の平成 19年 10月 19日 の中医協において、「救急医療」の一環として ドクタ=ヘ リについて議論。

(※ 3)救急搬送診療料 (1300点 ):患者を救急用の自動車等 (ドクターヘリを含む)で保険医療機関に搬送する際、診療上の必要から当該自動

車等に同上して診療 した場合に算定する (昭和 63年に創設。平成 14年 4月 以降、 ドクターヘリによる救急搬送も算定可能とした)。

(※ 4)移送費は、保険給付の公平性の確保と保険財政の適正な運営の観点から、最も経済的な通常の経路及び方法によって移送された場合の費

用 (電車、自動車等を利用した場合の運賃)に基づき算定した額が支給される。

〔
°
言IJ県暮:[:7:「::::にi[[ilT讐

5安∵EttI警景||

(続 く)

ドクタTヘ リや救急用自             は、救急搬送診療料 (※ 3)と して評価している。この

救急搬送診療料は、20年度改定で倍増 (650点→1300点)し、22年度改定で新生児加算 (1000点)の創設、

乳幼児加算の引上げ (150点→500点 )を行つた。なお、診療に要するもの以外の費用 (運航費用)は、療養の

給付には当たらないため、診療報酬上は評価していない。

(参考)医療保険制度では、患者が療養の給付を受けるため医療機関に移送されたときは、保険者が必要と認め
る場合 (①移送の目的である療養が医師の指示による保険診療として適切である、②患者の移動が著しく困
難である、③緊急その他やむを得ない)には、移送費 (※ 4)が現金給付として被保険者に支給される。



O ドクターヘリを用いた救急搬送における診療に要する費用は、救急用自動車による搬送と同様、診療報酬にお

いて評価している。診療に要するもの以外の費用である運航費用は、療養の給付には当たらないので、診療報酬

の評価の対象とはならな二というのが、現行制度上の整理である。

○ この運航費用について、診療報酬上の評価とは別に、保険給付の在り方を検討するのであれば、

点について整理する必要がある。

① ドクターヘリが必要とされて:い る救急搬送やへき地医療は、地域の医療提供体制の整備の範疇であることと
の関係をどのょうに考えるか (運航に要する費用は、救急用自動車と同様、現在、公費で補助している)。

② 移送費は、患者の自己負担が発生していることを前提に、保険給付として被保険者に支給されるもの。医療

機関や運航会社等の実施機関に支払われるものではない点をどのように考えるか。

③ ドクターヘリによる救急搬送が有効な地域と救急用自動車による搬送が有効な地域があることや、 ドクター
ヘリに代えて防災ヘリを活用して救急搬送を行つている地域もある中で、地域によつて対象を区別しない保

険給付の平等性との関係をどのように考えるか。

厳 しい医療保険財政においてt運航費用を対象とすることによる保険料負担増をどのように考えるか。

以下のような

④

:

|≪参考》中医協における保険給付との関係に関する主な意見 (平成19年 10月 19日 )

l o ドクタニヘリとドクタニカーは、医師が患者に診療を開始する時点から評価するという点では、同じではないか。
I

| ○ 都市4ヒ している地域は、救急車の方が早い場合もあるぶドクターヘリによる救急搬送の効果は、地域性や平等性も
:     _ _   . _ __ ^ __ヽ ・  

―

i

l1    日 ―´ ｀ ‐
■ ′‐ Ψ ～ ― ・ ‐

― Ψ V

l o ドクターヘリは、夜間運行できないので相当制限された中での効果になるので、救急車と評価が乖離するのもどう

含めて考える必要がある。

|  かと思うので、さらに検討を深めればいい。
L____¨ ____― ――――¨――――――――¨――――――――――――――――――――――――‐――――¨――
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概 要

句

ドクターヘリ導入促進事業について

○ ドクターヘ リについては、急病・事故や災害等の発生時に、直ちに医師等が搭乗
し、今 リコプターで救急現場等に出動 し、救急医療を提供するものであり、

① 救急医療に精通した医師が、救急現場等で直ちに救命医療を開始できること

② 搬送時間が短縮されること

等により、救命率の向上や後遺症の軽減に大きな効果を上げている。  ´

○ 平成 13年度  岡山県 01雌llA椰繭囲、静岡県 鰹維妍病励 (平成18年度より県単独事

業として実施)、 千葉県 (日 相対葉北総病励、愛知県 曖矩献椰繭開、福

岡県 軟留米鮮病囲
平成 14年度  神奈川県 練献怖開、和歌山県 仰歌山肘臥隔病開

平成 15年度  静岡県にて 2機 目順麟 報抑鵬綱病開

平成 17年度  北海道仔稲渓仁会病開、長野県 鮨婦舗囲

平成 18年度  長崎県 帳雌療センタJ
平成 19年度  埼玉県 崎玉嗽 柵枢療センタ→、大阪府 (大臓学医抑鵬病開、福島県 幅島県

立医科大学附属病院)

平成 20年度  沖縄県 舗淵舗開、千葉県にて 2機 目幡津中蛎院̀県単膊期、群馬県

揃橋赫揃開、青森県 供戸市立織病開

平成 21年度  県単独事業 として運航 していた千葉県 幡津中蛎囲 と静岡県 鰹隷三方

縣問を国庫補助事業として実施。

Jヒ海達ユに《[2お箋日 (市立釧1路総合病院)、  3布幾目 (旭 ||1赤十字病院)

栃木県 鯛脈献柵

平成 22年度  兵庫県 松蛸晰脚髄鋼病開、茨城県 株離療センター、押灘会総合病陶
※ 平成 22年 7月 1日 現在、 19道府県 23機にて事業を実施。

平成 22年度予算額

事 業 名  ドクタ■ヘリ導入促進事業

予 算 額  2, 728百 万円 (前年度 2, 014百万円)

箇 所 数  28ヶ 所 (前年度 24ヶ所)

補 助 率  1/2(負 担割合 :国 1/2、 都道府県1/2)

基 準 額  lヶ 所当たり年間約 210百万円 (前年度 170百万円)

※  「ドクターヘ リ」とは、救急専用の医療機器を装備したヘリ童プターを救命救急センターに常

駐させ、消防機関 。医療機関等からの出動要請に基づき救急医療の専門医 。看護師が同乗し、救

急現場等に向かい、現場から救命救急センターに搬送するまでの間、患者に救命医療を行 うこと

のできる専用ヘ リコプター。

ドクターベ リ導入促進事業では、民間ヘ リコプター会社を活用し、委託により専用ヘ リコプタ

ーを救命救急センターに常駐 させる。



几例

リン 救命救急センター
アクセス時間

□□ 15分以内

塵目  16分以上 30分以内

E1 31分 以上 60分以内

Eコ 61分以上 90分以内

匡国  91分以上 120分 以内

□□  120分以上

El 分析対象外

「
1脚 ml_1´ _t___ ,         |



ドクターヘリ導入道府県における広域搬送に係る体制と実施状況

平成21年4月 ～平 3月

道府県名 救命救急センター名 協定締結県
搬送件数

(件 )

道府県外
か らの

搬送件数
(再絡 )

内訳

通府県外
病院への

搬送件数
(再掲 )

内訳

晨 員 刀 b`
の 搬送

件数
′三亀ヽ

離島内訳

北海道
手稲渓仁会病院
市立釧路総合病院
旭川赤十字病院

無 630 0
焼尻島2

利尻島 1

礼文島3

青森県 八戸市立市民病院 無 215 岩手4 1 岩手1 0

福島県
公立大学法人福島県立医科大学
附属病院救命救急センター 無 0 0 0

栃木県 固協医科大学病院 無 1 群馬 1 1 埼玉1 0

群馬県 拘橋赤十字病院 無 栃木3
栃木10

埼玉1

埼玉県 埼玉医科大学総合医療センター 無 274 0

千葉県
日本医科大学千葉北総病院
国保直営総合病院君津中央病院

茨城県 981
茨城 68

その他2

茨城 38

その他28
0

神奈川県 東海大学医学部附属病院 山梨県 340
山梨28

静岡 1
0 0

長野県 左久総合病院 無 357 1 群馬 1 0

静岡県
襲天堂大学医学部附属静岡病院

聖隷三方原病院
無 954 の７固

“
愛知 7

19

(東部
16・

西部3)

神奈川15

愛知 3

岐阜 1

(京都 神奈川
15、 愛知 1・

西部 愛知2、

岐阜 1)

愛知県 愛知医科大学病院 無 508 7

岐阜4

長野2

二重1

岐阜8

静岡4

長野4

榛島 2

佐久島 21

大阪府
大阪大学医学部附属病院
苗度救命センター

和歌山県
奈良県

奈良県2 0 0

和歌山県 lD歌山県立医科大学附属病院

二重県・奈良
県

(共同利用)

大阪府・徳島
県

(相互応援)

387
二重県11

奈良県16

二重 2
奈良7
京都 1

大阪 1

0

岡山県 :1崎医科大学附属病院 無 402
広島11

香川 6

兵庫 2

5 広島5

北木島 1

真鍋島 1

直島1

小豆島2

福岡県 入日米大学病院
佐賀県

及び大分県
378

佐賀20

大分34

熊本 1

3
佐賀2

山口1

長崎県
独立行政法人日立病院機構
長崎医療センター 佐賀県

釜山 (福

岡空港)1
福岡1

佐賀5

福岡24

佐賀 3

ユ島37
上五島27

壱岐27
対馬15

小値賀10

度島2

大島 (平 戸)2
松島2

鷹島3

宇久7
江島1

沖縄県 南添総合病院 鹿児島県 鹿児島68 258

伊平屋島12

伊是名島10

伊江島7

粟国島24

渡名喜島9

渡嘉敷島32

座間味島8

阿嘉島9

久米島77

津堅島2

億之島12

沖永良部島38

与論島18

※兵庫県・茨城県において、平成22年度より運航を開始している。

※搬送件数に関しては、総出動件数を記載     ~
※新規導入1県の運航開始日 (栃木県 :22年 1月 20日 )



移送費の支給基準について

1 移送費の支給
病気やけがで移動が困難な患者が、医師の指示で一時的・緊急的に必要があり、移送された場合は、

移送費が現金給付として支給される。

2 支給要件
移送費はt次のいずれにも該当すると保険者が認めた場合に支給される。

① 移送の目的である療養が、保険診療として適切であること。

② 患者が、療養の原因である病気やけがにより移動が著しく困難であること。

③ 緊急・その他、やむを得ないこと。

※ 移送費の支給の具体的事例
① 負傷した患者が災害現場等から医療機関に緊急に移送された場合:

② 離島等で病院にかかり、又は負傷し、その症状が重篤であり、かつ、傷病が発生した場所の付

近の医療施設では必要な医療が不可能であるか又は著しく困難であるため、必要な医療の提供を
受けられる最寄 りの医療機関に移送された場合。

③ 移動困難な患者であつて、患者の症状からみて、当該医療機関の設備等では十分な診療ができ

ず、医師の指示により緊急に転院した場合。

3 支給額

移送費の支給額は、最も経済的な通常の経路及び方法によって移送された場合の旅費 (電車、自動

車等を利用 した場合の運賃)に基づいて算定した額 (その額が実費を超える場合には実費の範囲内)

である。なお、必要があつて医師等の付添人が同乗した場合のその人の交通費 (原則 1人分まで)は、

療養費として支給される。      ―

|≪参考》移送費の支給実績 (平成 20年度)
1

1 支給件数 1, 749件    支給金額 9, 438万 円 (1件当たり金額 53, 962円 )

:

:

:

1…
… … … … … … … … … … … ― ― … … … … … … … … … … …

(注)健保・船保。国保・後期高齢・共済の年間合計。 保険局調査課調べ
」

ξ_



ヘ

救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
確
保
に
関
す
る
特
別
措
置
法

（平
成
十
九
年
猪
年
菱
自
一一号
）

（晶

）

第

一
条
　
こ
の
法
律
は
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
が
傷
病
者
の
救
命
、
後
遺
症
の
軽
減
等
に
果
た
す
役
割
の
重
要
性
に
か
ん
が
み
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ

コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
一医
療
の
全
国
的
な
確
保
を
図
る
た
め
の
特
別
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
良
質
か
つ
適
切
な
救
急
医
療
を
効
率
的
に
提
供
す
る
体
制
の
確
保
に

寄
与
し
、
も
っ
て
国
民
の
健
康
の
保
持
及
び
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
社
会
の
実
現
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（嚢

第
一
一条
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
」
と
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
い

，■

一　
」琢
魯
医
療
に
必
要
な
機
器
を
装
備
し
、
及
び
医
薬
品
を
搭
載
し
て
い
る
こ
と
。

一
一　
救
急
医
療
に
係
る
高
度
の
医
療
を
提
供
し
て
い
る
病
院
の
施
設
と
し
て
、
そ
の
敷
地
内
そ
の
他
の
当
該
病
院
の
医
師
が
直
ち
に
搭
乗
す
る
こ
と
の
で
き
る
場
所
に
配
備
さ

れ
て
い
る
こ
と
。

籍
君
い医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
確
保
に
関
す
る
施
策
の
日
標
彰

第
二
条
　
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
確
保
に
関
す
る
施
策
は
、
医
師
が
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
に
搭
乗
し
て
速
や
か
に
傷
病
者
の
現
在
す
　
　
　
一

る
場
所
に
行
き
、
当
該
嘉
な
い医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
に
装
備
し
た
機
器
又
は
搭
載
し
た
医
薬
品
を
用
い
て
当
該
傷
病
者
に
対
し
当
該
場
所
又
は
当
該
救
急
医
療
用
ヘ
リ

コ
プ
タ
ー
の
機
内
に
お
い
て
必
要
な
治
療
を
行
い
つ
つ
、
当
該
傷
病
者
を
速
や
か
に
医
療
機
関
そ
の
他
の
場
所
に
搬
送
す
る
こ
と
の
で
き
る
態
勢
を
、
地
域
の
実
情
を
踏
ま
え

つ
つ
全
国
的
に
整
備
す
る
こ
と
を
目
標
Ｌ
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
施
策
は
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
次
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
て
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。

一　
傷
病
者
の
医
療
機
関
そ
の
他
の
場
所
へ
の
搬
送
に
関
し
、
必
要
に
応
じ
て
消
防
機
関
、
海
上
堡
女
庁
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
連
携
及
び
協
力
が
適
切
に
図
ら
れ
る
こ
と
。

一
一　
へ
き
地
に
お
け
る
救
急
医
療
の
確
保
に
寄
与
す
る
こ
と
。

〓
一　
都
道
府
県
の
区
域
を
超
え
た
連
携
及
び
協
力
の
体
制
が
整
備
さ
れ
る
こ
と
。

（医
療
法
の
基
本
方
針
に
定
め
る
事
項
）

第
四
条
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
医
療
法

（昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
）
第
三
十
条
の
三
第

一
項
に
規
定
す
る
基
本
方
針

（次
条
第

一
項
に
お
い
て

「基
本
方
針
」
と
い

，２

）
に
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
確
保
に
関
す
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。



（医
療
計
画
に
定
め
る
事
項
）

第
五
条
　
都
道
府
県
は
、
医
療
法
第
三
十
条
の
四
第

一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
基
本
方
針
に
即
し
て
、
か
つ
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
同
項
に
規
定
す
る
医
療
計
画
を
定
め
、

又
は
同
法
第
二
十
条
の
六
の
規
定
に
基
づ
き
こ
れ
を
変
史
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
医
療
計
画
に
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
確
保
に
つ
い
て
定
め

る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一　
都
道
府
県
に
お
い
て
達
成
す
べ
き
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
一医
療
の
確
保
に
係
る
日
標
に
関
す
る
事
項

一
一　
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
を
提
供
す
る
病
院

（以
下
単
に

「病
院
」
と
い
スゝ

）
に
関
す
る
事
項

〓
一　
次
条
に
規
定
す
る
関
係
者
の
連
携
に
関
す
る
事
項

２
　
都
道
府
県
は
、
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
が
、
隣
接
し
又
は
近
接
す
る
都
道
府
県
に
ま
た
が
つ
て
確
保
さ
れ
る
必
要
が
あ

る
と
認
め
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
都
道
府
県
と
連
絡
調
整
を
行
う
も
の
と
す
れ

（関
係
者
の
連
携
に
関
す
る
措
置

を塁
ハ
条
　
都
道
府
県
は
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
提
供
が
行
わ
れ
る
地
域
ご
と
に
、
病
院
の
医
師
、
消
防
機
関
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
の
職
員
、

診
療
に
関
す
る
学
識
経
験
者
そ
の
他
の
関
係
者
に
よ
る
次
に
掲
げ
る
基
準
の
作
成
等
の
た
め
の
協
議
の
場
を
設
け
る
等
、
関
係
者
の
連
携
に
関
し
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の

と
す
ろ
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

一　
当
該
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
の
出
動
の
た
め
の
病
院
に
対
す
る
傷
病
者
の
状
態
等
の
連
絡
に
関
す
る
基
準

一
一　
当
該
救
急
医
療
用
ヘ
リ
、
コ
プ
タ
ー
の
出
動
に
係
る
消
防
機
関
等
と
病
院
と
の
連
絡
体
制
に
関
す
る
基
準

籍
彗
い医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
の
着
陸
の
場
所
の
確
保
）

第
七
条
　
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村
、
道
路
管
理
者

（道
路
管
理
者
に
代
わ
っ
て
そ
の
権
限
を
行
う
者
を
含
む
。
）
そ
の
他
の
者
は
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
の
着
陸
の
場

所
の
確
保
に
関
し
必
要
な
協
力
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
に
応
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
奄

籍
椒
υ

第
人
条
　
都
道
府
県
は
、
病
院
の
開
設
者
に
対
し
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
提
供
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
国
は
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
都
道
府
県
に
対
し
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
が
前
項
の
規
定
に
よ
り
補
助
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
こ
と
が

で
き
奄

（助
成
金
交
付
事
業
を
行
う
法
人
の
登
録
）

第
九
条
　
病
院
の
開
設
者
に
対
し
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
提
供
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
た
め
の
助
成
金
を
交
付
す
る
事
業
で
あ
つ
て
厚
生
労
働
省



は

令
で
定
め
る
も
の

（以
下

「助
成
金
交
付
事
業
」
と
い
ン２

）
を
行
ち
音
知
を̈
目
的
と
し
な
い
法
人
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
奄

２
　
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
法
人
は
、
前
項
の
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

一　
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
取
り
消
さ
れ
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
法
人

一
一　
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
取
消
し
の
日
前
三
十
日
以
内
に
そ
の
取
消
し
に
係
る
法
人
の
業
務
を
行
う
役
員
で
あ
っ
た
者
で
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し

な
い
も
の
が
そ
の
業
務
を
行
う
役
員
と
な
っ
て
い
る
法
人

３
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
第

一
項
の
登
録
の
申
請
を
し
た
法
人
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
し
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
登
録
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一　
助
成
金
交
付
事
業
に
関
す
る
基
金
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
を
設
け
、
助
成
金
交
付
事
業
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
こ
と
を
条
件
と
し

て
政
府
及
び
都
道
府
県
以
外
の
者
か
ら
出
え
ん
さ
れ
た
金
額
の
合
計
額
を
も
つ
て
こ
れ
に
充
て
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

一
一　
助
成
金
交
付
事
業
を
全
国
的
に
適
正
か
つ
確
実
に
行
う
に
足
り
る
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

公諄
告
又
は
資
料
の
提
出
）

第
十
条
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
助
成
金
交
付
事
業
の
適
正
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
前
条
第

一
項
の
登
録
を
受
け
た
法
人
に
対
し
、
そ
の
業
務
又
は

経
理
の
状
況
に
関
し
報
告
又
は
資
料
の
提
出
を
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
れ

霜
遥
寸及
び
助
一己

，　
　
　
　
　
　
一二

第
十

一
条
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
九
条
第

一
項
の
登
録
を
受
け
た
法
人
に
対
し
、
助
成
金
交
付
事
業
が
円
滑
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
必
要
な
指
導
及
び
助
百
を
行
う
よ

う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（登
録
の
取
消
し
）

第
十
二
条
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
九
条
第

一
項
の
登
録
を
受
け
た
法
人
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
そ
の
登
録
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

一　
不
正
の
手
段
に
よ
り
第
九
条
第

一
項
の
登
録
を
受
け
た
と
き
。

一
一　
第
九
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
適
合
し
な
く
な
っ
た
と
竜

一二
　
第
十
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
若
し
く
は
資
料
の
提
出
を
せ
ず

又
は
虚
偽
の
報
告
若
し
く
は
資
料
の
提
出
を
し
た
と
き
ゎ

四
　
こ
の
法
律
又
は
こ
の
法
律
に
基
づ
ノく入
人
７
の
規
定
に
違
反
し
た
と
き
。

（公
示
）

第
十
三
条
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
九
条
第

一
項
の
登
録
を
し
た
と
き
及
び
前
条
の
規
定
に
よ
り
同
項
の
登
録
を
取
り
消
し
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
官
報
に
公
示
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。



①
＼

（厚
生
労
働
省
令
へ
の
委
廷

″弟
十
四
条

一雰
乃
条
か
ら
前
条
ま
で
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
九
条
第

一
項
の
登
録
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
。

附
　
則

命
処
何
期
日
）

１
　
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
九
条
か
ら
第
十
四
条
ま
で
の
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定

め
る
日
か
ら
施
行
す
奄

健
康
保
険
等
の
適
用
に
係
る
蘇
己

２
　
政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
三
年
を
月
途
と
し
て
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
提
供
の
効
果
、
救
急
医
療
の
提
供
に
要
す
る
費
用
の
負
担
の
在

り
方
等
を
勘
案
し
、
救
急
医
療
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
を
用
い
た
救
急
医
療
の
提
供
に
一要
す
る
費
用
の
う
ち
診
療
に
要
す
る
も
の
に
つ
い
て
、
健
康
保
険
法

（大
正
十

一
年
法
律
第

七
十
号
）
、
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法

（昭
和
二
十
二
年
法
律
第
五
十
号
）
そ
の
他
の
医
療
に
関
す
る
給
付
に
つ
い
て
定
め
る
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
支
払
に
つ
い
て
検
討
を

行
い
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
正
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

四


